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イノベーションをもたらすと期待される
Converging Technologies 推進の政策動向
　コンバージング・テクノロジー（Converging Technologies：CTs）は、「特定の目的を
達成するために２つ以上の異種の科学や技術を収斂（convergence）する技術」であり、
かつ、「他の技術に影響を与えてシステム全体を劇的に変化させるという、“メタ技術”
の一種」である。米国国立科学財団（NSF）が 2002 年および 2005 年に発表したCTs推
進の報告書によると、我々はコンピュータや情報技術、ナノテクノロジー、バイオテク
ノロジーなどによる技術革命を既に体験している“変遷期”に生きており、今後はこれ
らの技術を基盤とし、かつ従来の科学技術における分野の枠組みを越えるCTsが、革命
的な技術変化や社会変化を起こすキーテクノロジーになるという。特に、現在の最先端
であるナノテクノロジー、バイオテクノロジー、情報技術、認知科学（４つの頭文字を
まとめて“NBIC”と呼ぶ）を基盤とした科学技術の分野融合的な収斂は、社会ニーズや
政策課題を科学技術と関連づけることを可能にすると考えられて、欧米の科学技術政策
上で推進されている。米国では、CTsの推進による人間の能力の著しい改善や社会の変革、
新しいビジネスの創出が期待されており、具体的な 20の CTsの課題とその技術の実現予
測年や有益度が、報告書の中で示されている。
　CTsが、従来から言われてきた、いわゆる連携技術や融合技術と異なるのは、課題解
決型（mission-oriented）でニーズ指向が強く、技術的・社会的に革新的であり、NBICを
技術基盤とした分野横断的である点である。近年日本でも、技術の連携や融合は重要で
あると考えられているが、このような意味でのCTsの推進はまだ十分には実施されてい
ない。日本は、科学技術分野の縦割りの中での推進力が強いため、このことが分野横断
的な技術の創出を困難にしているといわれている。この状況を変えるために、CTs推進
の考えを導入することは、イノベーションの創出に効果的であるかもしれない。今後の
日本が取り組んでいくべき方策として、
① ミッションや目標を共有するような産学官のグループで、特定のテーマに関する
CTsについてのワークショップを開催して、CTsに関する意見交換や認識の共有を
図る。
② 第三期科学技術基本計画の戦略重点科学技術をCTsの観点から見直し、分野横断的
な推進により効果的にイノベーション創出が期待されると考えられるものをまとめ
て推進する。
③ 日本の社会において将来的に重要であり科学技術で解決可能な課題を産学官で抽出
し、優先的に進展状況の調査や推進施策を立てる。
　以上の三点が有効ではないかと考えられる。
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理工医学系電子ジャーナルの動向
̶研究情報収集環境と事業の変革̶
　研究者の情報収集環境はインターネットの登場で激変した。多くの国際的な理工医学
系のジャーナルではウェブサイトに電子投稿窓口が用意され、郵送原稿による投稿は激
減した。また、ウェブ上で論文情報提供のサービスが本格的に展開されている。電子ジ
ャーナルサービスのメリットの一つは、冊子のように製本することなく、論文単位で校
了次第即座にウェブ上に公開できることである。すでに電子ジャーナルは単なる冊子体
の電子化とその単純な閲覧サービスからさらに進歩しつつある。ウェブ上での電子投稿
審査や引用リンクなどを含む、電子ジャーナルならではの機能の運用はすでに安定し、
アクセス数のカウント基準策定の標準化などを含めて、スケールメリットを生かした共
通プラットフォームへの集中が進んでいる。また、電子ジャーナル化によって各々の論
文にアクセスできるURLを特定できるようになり、データベースや他の統合サービスの
検索結果などから直接該当の論文を閲覧できるようになった。その結果、二次情報の検
索からのアクセスはもとより、より広い読者が検索エンジンを経由して一次情報である
論文へ直接アクセスすることも可能になった。
　電子ジャーナルを事業として世界的に見た場合、冊子時代から引き続いているジャー
ナルの価格高騰や逼迫する図書予算の問題を解決し、科学技術および学術情報への自由
なアクセスを目指した、オープンアクセス運動が生まれた。現在、様々な形で電子ジャ
ーナルへのアクセスを無料にする試みが続いている。結果的に電子ジャーナル事業の運
営のみならず、学会、図書館、および研究助成団体のあり方にも大きな影響が現れている。
　日本発の電子ジャーナルサービスは欧米に比較すると遅れている。長らく続いている
科学研究費補助金による補助や学協会の統合問題が日本の電子ジャーナル事業活動に少
なからぬ影響を与えている。各学会のジャーナル事業が分散して存在している結果、電
子ジャーナル化の大きな利点であるスケールメリットを生かしきれておらず、出版のプ
ロフェッショナルも育ちにくい環境にある。日本でも科学技術および学術出版のプロフ
ェッショナル人材を早急に育成し、国際的に発言力を持てる体制にする必要がある。
　また、もし、学協会統合が進まないならば、出版組織を統合し、法務、広報を含むこ
れまでの日本の出版活動に欠けていた機能を強化する必要がある。それらの結果として、
日本発の非営利出版活動自体が国際的にも認知される必要がある。
科学技術動向
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　高病原性鳥インフルエンザはヒトへ感染した場合、その致死率は50％以上であるため、各国でワクチ
ン開発が試みられている。米国国立衛生研究所（NIH）は、高病原性鳥インフルエンザのDNAワクチン
を開発し、ヒトに対するフェーズ I の臨床治験を開始したことを2007年 1月 2日付けで発表した。
DNAワクチンは、鶏卵やウイルス本体を使用して製造する従来のワクチンと違い、病原性に関係のない
部分のウイルス遺伝子を組み込んだDNAベクターを用いる。ヒトの体内に入ると、遺伝子が翻訳されて
ウイルスのタンパク質が細胞内で作成され、これに対する免疫が確立されるという仕組みである。従来の
ワクチンは製造に時間がかかるが、DNAワクチンは、DNA情報を得ることができれば短時間で製造で
きるため、今後のワクチン製造技術の中心になると期待されている。
トピックス1　高病原性鳥インフルエンザのDNAワクチンの治験開始
　鳥インフルエンザは鳥の間で発生するウイルスに
よる感染症であり、2003年頃から東南アジアを中心
に流行している。中でもH5N1亜型ウイルスによる
高病原性鳥インフルエンザは、東南アジアからヨー
ロッパ、アフリカに広がりつつあり、ベトナム、タイ、
インドネシア、中国、エジプトなどでは、鳥からヒ
トへの感染によって死亡者が発生している。世界保
健機構（WHO）に 2003年から 2007年１月 10日まで
に報告された高病原性鳥インフルエンザの感染者数
は263名で、その半数以上の 157名が死亡している。
　現在、高病原性鳥インフルエンザの予防薬や治療
薬は無く、ウイルスが遺伝子変異によりヒトへの強
い感染力を獲得した場合には、世界的な大流行が発
生する危険性があるため、各国ではヒトに対するワ
クチンの開発が着手されている。従来の鶏卵に無毒
化または弱毒化したウイルスを接種して培養するワ
クチン製造法では、ワクチンの製造までに数ヶ月以
上かかるため、急激な感染拡大や、新型ウイルスの
出現などに迅速に対応することが出来ない。製造期
間を大幅に短縮できる新しいワクチン製造法の開発
が求められている。
　米国国立衛生研究所（NIH）は、2007年１月２日の
NIH Newsにおいて、高病原性鳥インフルエンザの
DNAワクチンを開発し、2006年 12月 21日からNIH
の臨床センターで臨床治験（フェーズⅠ）を開始し
たことを発表した１）。このDNAワクチンは、NIHの
研究所のひとつである国立アレルギー・感染症研究所
（NIAID）において開発されたものである。
　DNAワクチンの製造には、鶏卵やウイルス本体
を使用せずに、病原性に関係ない部分のウイルス遺
伝子を組み込んだDNAベクターを用いる。DNAワ
クチンがヒトの体内に入ると、遺伝子が翻訳されて
ウイルスのタンパク質が細胞内で作成され、これに
対する免疫ができる。
　今回開発されたDNAワクチンには、高病原性鳥
インフルエンザウイルスの表面に存在するヘマグル
チニン５（H5）をコードする遺伝子を改変したもの
が利用された。ヘマグルチニンは、ウイルスが感染
を起こす際の最初の段階である「標的の細胞に結合
する」という役割を持つ糖タンパク質である。従っ
てDNAワクチンの投与によりヒトの体内で出来た
抗体がヘマグルチニンに結合することにより、感染
を防ぐことができる。
　本DNAワクチンの開発は、NIAIDのワクチン研
究センターで実施された。ナベルセンター長らの研
究チームは、H5遺伝子、および 1918 年に世界的に
大流行して 2,000 万人以上の死者を出した悪性のイ
ンフルエンザ（スペイン風邪）のヘマグルチニン１（H1）
の遺伝子をもつそれぞれのDNAワクチンが動物実
験において感染防御効果を示すことを明らかにし、
2006 年 10 月に論文発表した２）。論文は同年５月に
受理されたもので、基礎研究から臨床治験まで６ヶ
月以内という異例のスピードで進んだことになる。
　今回のフェーズ I臨床治験は、年齢 18～ 60歳の
45人のボランティアのうち、15人にはプラセーボ（偽
薬）を、30人にはDNAワクチンを２ヶ月間にわた
って３回投与し、その後１年間経過を見るというも
のである。治験の目的は、DNAワクチンの安全性
を確認することであるため３）、ボランティアをイン
フルエンザウイルスに曝すことはしない。
　インフルエンザウイルスは、遺伝子の変化が早く、
それに対応したワクチンを一つ一つ従来法で作製し
ていては時間がかかる。しかし、DNAワクチンの
場合は、ウイルス遺伝子の情報を得ることができれ
ば、短期間でワクチンの製造ができる。DNAワク
チンは今後のワクチン作製技術の中心になると期待
されている。
1） NIH News, January 2, 2007 
2） Kong et.al.,（2006）PNAS 103（43）：15987-15991
3） ClinicalTrials.gov（www.clinicaltrial.gov）
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　2007年 1月の一般教書でブッシュ大統領は、自動車からのCO2 排出量を削減することが気候変動
対策につながるとし、10年以内に米国のガソリン使用量を20％削減すると発表した。この目的を達成
するためには、米国のエネルギー供給の多様化と技術が重要であるとしている。具体的施策内容として、
代替燃料の供給拡大や自動車の燃費規制の強化、渋滞緩和を図る方針を打ち出した。また、環境負荷の少
ない方法による国産石油の増産、戦略石油の備蓄能力の向上についても言及し、2008年予算には、 こ
れらのほかにクリーンで安全、地球温暖化に関与しない原子力の開発を推進する内容も盛り込まれてい
る。なお、米国は世界最大のCO2排出国であるが、京都議定書の枠組みには参加していない。
トピックス2　地球温暖化対策に具体案を示した米国の動き
　米国は世界最大のCO2 排出国であるが、科学的
根拠が十分でない、経済に大きな影響を与える、
といった理由で、先進国の排出削減目標を定めた
京都議定書の枠組みから 2001 年に離脱した。しか
し最近は方向転換が見られ、具体的に温暖化対策
について検討を始めた。このひとつの大きな理由
は、経済活動と気候変動との因果関係を否定でき
ない論文が増えてきたことが一因である。
　2006 年にブッシュ大統領は、よりクリーンなエ
ネルギーの研究の推進を訴え始めた。さらに 2007
年１月の一般教書演説で、車や軽トラックおよ
び SUVs（Sport Utility Vehicles：スポーツ多目的
車）からのCO2 排出量を削減することが気候変
動対策につながるとし、10 年以内に米国のガソ
リン使用量を 20％削減すると発表した。この目的
を達成するためには、米国のエネルギー供給の多
様化と技術が重要であるとしている。具体的施策
内容として、代替燃料の供給拡大や自動車の燃費
規制の強化、渋滞緩和を図る方針を挙げている。
燃費規制は連邦政府の「エネルギー政策保護法
（EPCA：Energy Policy and Conservation Act）」
に基づき制定された「企業別平均燃費規制（CAFE：
Corporate Average Fuel Economy）」によって定め
られているが、今回これに関して燃費基準を強化
し、従来の乗用車への規制を軽トラックへも拡大
適用して、ガソリンの年間消費を最大 85億ガロン
削減（現在の５％相当）するとした。自動車の年
間燃費の４％向上を 2010 年の乗用車と 2012 年の
軽トラックモデルから適用する。
　またガソリンの 15％を、代替燃料であるエタノ
ール、セルロース系エタノール、バイオディーゼ
ル、メタノール、ブタノール、水素などに置き換え、
あるいはガソリンに混ぜて販売し、2012 年までに
年間 75億ガロン、2017年までに年間 350億ガロン
の代替燃料を使用する計画である。これで現在の
総ガソリン消費量の 20％減となる試算である。代
替燃料に関しては、農業およびエネルギーの安全
性や価格高騰に問題が起こらないように配慮する。
　2003年には、米国の 85の都市部では渋滞によっ
て約 630億ドルに値する 23億ガロンのガソリンが
消費されたという試算から、交通渋滞の解消対策
も実施する。
　一方でブッシュ大統領は、環境負荷の少ない方
法による国産石油の増産にも言及し、現在アラス
カの北極圏野生生物保護区では一日 100 万バレル
の石油が生産されているが、今後は今まで以上に
環境負荷を考慮して生産すると述べた。また、戦
略石油の備蓄能力を 2027 年までに現在よりも１億
5,000 万バレル増やして７億 2,700 万バレルに増量
し、最終的には倍増する方針を表明した。2008 会
計年度（2007 年 10 月～ 2008 年９月）の予算教書
において、この計画にかかる費用として１億 6,800
万ドルが盛り込まれた。2008 年度予算には、先端
エネルギー技術が海外石油依存度を下げ、低炭素
エネルギー普及に寄与し、エネルギーセキュリテ
ィにも貢献するとしている。対象となる研究は、
太陽光発電、ハイブリッド車やプラグイン車、石炭、
水素研究などのほか、クリーンで安全、地球温暖
化に関与しない原子力の開発を推進する内容も盛
りこまれている。
参　考
The 2007 State Of The Union Address
  http://www.whitehouse.gov/news/releases/
2007/01/20070123-2.html
Twenty In Ten: Strengthening America's Energy 
Security 
  http://www.whitehouse.gov/stateoftheunion/
2007/initiatives/energy.html
2008 Budget fact sheets
  http://www.whitehouse.gov/omb/budget/
fy2008/energy.html
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　従来の電池では、太陽光のエネルギーレベルの低い光子は材料を通り抜けて狭いスペクトルだけに応
答するため、発電効率が低い。現在、太陽電池の最も高い発電効率は39％程度であり、これは異なった
バンドギャップを有する半導体材料を使用して、広い光の波長のスペクトルに応答するように多層構造
にしていることによる。しかし、多層構造の太陽電池は高価である。
　ローレンスバークレー国立研究所の研究者らは、低エネルギーの光子も捕らえることによって、太陽電
池の発電効率を高めることが可能な新しい半導体材料を開発した。この材料を用いたデバイスは単一層
であるため、従来の多層デバイスより廉価で、製造も容易である。研究者らは、イオンビームを使用して
亜鉛・マンガン・テルル合金に酸素原子を挿入する方法を開発し、次に、短いパルスレーザを用いてその
材料を溶かした後に急速に再成長させて、酸素を合金中にトラップさせることでこの新しい半導体を作
製した。
トピックス3　発電効率 45％を有する化合物半導体太陽電池
　太陽電池は、電子が価電子帯から伝導帯まで励
起するのに要するエネルギーに相当する波長の光
を電気に変換する。従来の太陽電池では、エネル
ギーレベルの低い光子は材料を通り抜けて、狭い
スペクトルだけに応答するため、発電効率が低い。
現在、最も高い発電効率を有する太陽電池のそれ
は 39％程度であり、異なったバンドギャップ注）を
有する半導体材料を多層構造にして使用して、よ
り広い光の波長スペクトルに応答させている。し
かし、このような多層構造の太陽電池は高価であ
るため、現在、衛星向け用途に使用されているの
みである。
　ローレンスバークレー国立研究所（LBNL）の研
究者らは、低エネルギーの光子を捕らえることに
よって、太陽電池の発電効率を高めることが可能
な新しい半導体材料を開発した。この半導体材料
は低エネルギーの光子も捕らえることができ、約
45％の発電効率をもつ太陽電池を作ることができ
た。その発電効率は、従来の単一層の半導体を使
用する電池の 25％、多層電池の 39％に比べて大き
い。開発された新しい半導体には３つのエネルギ
ー帯が存在し、伝導帯の下に３番目のバンドがあ
り、価電子帯と伝導帯のギャップが２つに分割さ
れ、それらが中間バンドに電子を励起し、低エネ
ルギー光子も捕らえる。
　研究者らは、亜鉛・マンガン・テルル（ZnMnTe）
合金に僅かな酸素原子を挿入すると、化合物半導
体の伝導帯が２つに分割されることを見出した。
この材料を用いたデバイスは単一層で従来の多層
デバイスと同じような効果をもつが、より廉価で、
より作りやすいという特徴を有する。しかし、酸
素は容易にはテルルと混じり合わないため、通常
の方法では ZnMnTe 合金に酸素を注入すること
が難しい。研究者らは、イオンビームを使用して
ZnMnTe合金に酸素原子を挿入し、短いパルスレ
ーザを用いて材料を溶かし、それを急速に再成長
させて、酸素を合金中にトラップさせることに成
功した。
　LBNLはこの技術をベンチャー型企業にライセ
ンス供与したが、まだ、この新規な太陽電池の実
用化時期は明確になっていない。量産電池として
40％以上の発電効率を確保するためには、さらに、
材料内の欠陥による、電子と正孔の結合による光
子の発生を防ぐなどの課題を克服する必要がある。
参考 1)  P .  Pa te l -P redd ,“More  E f f i c i en t  So la r  Ce l l s”，ht tp : //www. techno logy rev iew .com/
printer_friendly_article.aspx?id=17577
 2)  “Solar power venture focuses on ZnMnTe and InGaN”，http://compoundsemiconductor.net/articles/
news/10/11/1/1
注　バンドギャップ：半導体、絶縁体のバンド構造におい
て、電子に占有された最も高い価電子帯の頂上から、最も
低い伝導帯の底までの間のエネルギーの差を指す。
単一層構造のマルチバンドギャップ太陽電池における広
範囲な光の波長への反応に関する模式図
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 エネルギー分野 TOPICS Energy
　調光ミラーガラスは、光の透過率を自由にコントロールできる機能ガラスであり、建築物の窓として利
用すれば、大きな省エネルギー効果が期待できる。2006年 12月、Z産業技術総合研究所のサステナ
ブルマテリアル研究部門環境応答機能薄膜研究グループは、マグネシウム・チタン合金薄膜を利用した実
サイズ（60×70cm）の調光ミラーガラスを実現したことを発表した。今回の開発は、これまで実用化
の大きな障害であった、透明時にガラスを無色にすることができなかった課題を、材料技術で解決したも
のである。今後は、ミラー状態と透明状態のスイッチングにおける耐久性を向上させる技術開発をさらに
進める予定である。
トピックス4　無色透明になる調光ミラーガラスの開発
　2006 年 12 月、C産業技術総合研究所のサステ
ナブルマテリアル研究部門環境応答機能薄膜研究
グループは、ミラー状態および無色透明な状態に
スイッチングできる、新しい調光ミラー用薄膜材
料を開発し、世界で初めて実サイズ（60× 70cm）
の調光ミラーガラスを実現したことを発表した。
　近年、地球温暖化対策として、建築物の省エネ
ルギー化が重要な課題となっている。建築物の中
でも窓ガラス部からのエネルギー流出入が最も大
きく、省エネルギー化を進める上で大きな課題で
ある。調光ミラーガラスは、光の透過率を自由に
コントロールできる調光ガラスのひとつであり、
建築物の窓ガラスに用いた場合、大きな省エネル
ギー効果が実現できる。夏場は太陽光を効果的に
反射し、建物周囲からのエネルギー流入を押さえ
ることで冷房負荷を低減し、冬場は透過率を上げ、
自然光を積極的に活用することで、暖房負荷低減
が期待できる。
　調光ガラスは、これまでにも酸化タングステン
等の材料を用いた種類が開発されてはいるが、従
来のものは着色させた薄膜部分で光を吸収する調
光方式であり、薄膜部分の温度が上昇して赤外線
が再照射されるため、透過光のエネルギーを充分
に遮断することができなかった。この問題を解決
するため、当研究グループは、光を吸収するので
はなく、反射することで調光を行うミラー材料に
関する研究を 2002 年より進めてきた。ミラー調光
材料としては、従来は優れた光学特性を持つマグ
ネシウム・ニッケル合金の開発が進められてきた
が、透明にコントロールした状態でも黄色みが残
り、これが実用化に向けての障害となっていた。
この課題に対し、今回、薄膜材料の探索を行ない、
マグネシウム・チタン合金薄膜が、透明コントロ
ール時における着色を抑え、ほぼ無色状態にでき
る有効な材料であることをつきとめた。
　今回開発された調光ミラーガラスは、通常の複
層ガラスの内側にマグネシウム・チタン合金薄膜
が形成された簡便な構造である。この合金薄膜は
濃度１％程度の水素ガスによる水素化・脱水素化
によって透明状態と鏡面反射状態に可逆的に変化
する。この特性を応用し、ガラスの光透過率をコ
ントロールすることができる。
　本方式の調光ミラーガラスは、厚さ約 40nmの
マグネシウム・チタン合金薄膜と厚さ約４nmの
パラジウム薄膜をスパッタ製膜したガラス基板を、
通常の複層ガラス同様の工程で製造するので大面
積化も容易である。
　今後は、スイッチングの繰り返しに対する劣化
を抑え、耐久性を高めるためにさらに材料技術開
発が必要である。
無色透明状態（水素導入時）ミラー状態（酸素導入時）
開発された調光ミラーガラス
産業技術総合研究所 提供
http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2006/
pr20061221/pr20061221.html より
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　2006年には世界で合計86個の人工衛星が打ち上げられた。これらの衛星の半数は米ロ以外の国々
の所有である。ロケットの打上げ成功率は約95％であった。衛星のミッション別では、通信放送衛星、
地球観測衛星、宇宙科学衛星などが多い。中国は世界初の宇宙育種専用衛星を打ち上げ、注目された。
トピックス5　衛星打上げ状況から見た世界の宇宙開発・利用動向
　各国が打ち上げる人工衛星には１年毎の打上
げ順に国際標識番号が付与される。2006 年は１
月 19 日の米国の冥王星探査機「New Horizons」
（2006001A）から始まり、12月 27日のフランスの
天体観測衛星「COROT（コロー）」（2006063A）まで、
63機のロケットで 86個の衛星が打ち上げられた。
打上げに失敗したロケットは３機で、全世界の打
上げ成功率は約 95％であった。打上げロケットの
国別内訳は、米国が 17機（うち１機失敗）、ロシ
アが 20機（うち１機失敗）、日本と中国が各６機、
インドが１機（失敗）、民間では欧州のアリアンス
ペース社が５機、多国籍企業のインターナショナ
ル・ローンチ・サービス社（ILS）が６機（１機は
静止軌道投入失敗）、シーロンチ社（SL）が５機で
あった。打ち上げられた衛星の国別及び打上げロ
ケット別の打上げ数は下表左のようになる。
　ロケットの打上げ数よりも衛星数の方が多い
のは、同時に２個以上の衛星を打ち上げる場合が
あるからである。例えば９月に打ち上げられた日
本のM‐Vロケットには主衛星の太陽観測衛星
「SOLAR‐B（ひので）」（2006041A）の他に北海道
工業大学の超小型衛星「HIT‐SAT」（2006041C）
など２個の副衛星が打ち上げられ、末尾の英字で
識別された。アリアンスペース社は静止通信衛星
を毎回２個ずつ打ち上げた。
　米国の打上げの中にはスペースシャトルが３回
含まれ、宇宙ステーションの建設が予定通り進ん
だ。ロシアはソユーズ宇宙船、プログレス物資補
給船、航行衛星などを打ち上げた。日本は陸域観
測衛星「ALOS（だいち）」（2006002A）、運輸多目
的衛星「MTSAT‐2（ひまわり７号）」（2006004A）、
技術試験衛星「ETS‐Ⅷ（きく８号）」（2006059A）
など大型衛星の打上げに連続で成功した。中国
の衛星では、植物の種子を搭載した「実践８号」
（2006035A）が世界初の宇宙育種専用衛星となった。
　国際機関では、地域通信を行うユーテルサット、
アラブサットが静止通信衛星を、欧州の気象観測
衛星を運用するユーメトサットが欧州初の極軌道
気象観測衛星「MetOp‐A」（2006044A）を打ち上
げた。
　その他の衛星所有国の 19個の衛星には仏・スペ
イン・韓国・タイ・マレーシア・カザフスタン・豪・
メキシコの８カ国とSESアストラ社（本社ルクセ
ンブルク）の静止通信放送衛星、米台共同の６機
の衛星群（2006011A‐F）、仏・独・韓国・イスラ
エルの周回衛星が含まれる。
　一方、打上げに失敗したロケットは、米国のベ
ンチャー企業が開発中のファルコンロケット、ロ
シアのドニエプルロケット、インドの静止衛星
打上げ用の GSLV ロケットである。このうち、
ドニエプルロケットには日本大学の超小型衛星
「SEEDS」など世界各国の学生衛星 14個が搭載さ
れていたが、軌道投入を果たせなかった。
　2006 年は衛星の半数を米ロ以外の国が占めてい
る。また、ミッション別では、下表右に見られる
ように、通信放送衛星、地球観測衛星、宇宙科学
衛星などが多い。
ミッション
の種類
所有国別2006年衛星数
米 ロ その他 計
有人宇宙船 3 2 5
物資補給船 3 3
地球観測 3 4 6 13
気象観測 2 　 3 5
通信放送 6 1 17 24
航行測位 2 3 5
宇宙科学 3 12 15
技術開発等 10 2 4 16
　　　　計 29 15 42 86
衛星所有
国・機関
打上げロケット別2006年衛星数
政府等 民間の商業打上げ
計
米 ロ 日 中 アリアン ILS SL
米　国 22（1） 1 3（3） 3（3） 29（7）
ロシア 15 15
日　本 8（2） 2（1） 1（1） 11（4）
中　国 7（3） 7（3）
国際機関 1 1（1） 3（2） 5（3）
その他 6 4 5（5） 3（3） 1（1） 19（9）
　　　計 28（1） 21 8（2） 7（3） 11（10） 6（5） 5（5） 86（26）
（　）内は静止衛星数内訳
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科学技術動向研究
イノベーションをもたらすと期待される
Converging Technologies
推進の政策動向
伊藤裕子
ライフサイエンスユニット
　2005 年に米国の国立科学財団
（以下、NSF）から、「Managing 
Nano‐Bio‐Info‐Cogno Innovations：
Converging Technology Society（ナ
ノ、バイオ、情報、認知のイノ
ベーションのマネージング：コ
ンバージング・テクノロジーによ
る社会）」が発表された１）。これ
は、コンバージング・テクノロジ
ー（Converging Technologies を
以下 CTs と略す）の推進につい
ての最初の提言書である 2002 年
の「Converging Technologies for 
Improving Human Performance
（人間の能力改善のためのCTs）」
（NSFおよび米国商務省）２）が発
表された後、2003年から毎年開催
された３回のCTs推進を検討した
会議の内容をまとめたものである。
　報告書中に明確には定義さ
れていないが、CTs は「特定
の目的を達成するために２つ
以上の異種の科学や技術を収斂
（convergence）する技術」であり、
かつ「他の技術に影響を与えて
システム全体を劇的に変化させ
るという、“メタ技術”の一種であ
る」と考えられる。
　2002年の報告書によると、我々
はコンピュータや情報技術、ナ
ノテクノロジー、バイオテクノ
ロジーなどによる技術革命を既
に体験している“変遷期（Age of 
Transition）”に生きており、今後
はこれらの技術を基盤とし、かつ
従来の科学技術における分野の枠
組みを越えるCTs が、革命的な
技術変化や社会変化を起こすキー
テクノロジーになるという２）。
　現在、ナノテクノロジー、バイ
オテクノロジー、情報技術、認知
科学において、技術同士の急速で
発展的な融合が観察され、新しい
技術が次々に創出されている。こ
れらは、４つの頭文字からまとめ
て“NBIC（enbickまたはnibickと
発音される）”と呼ばれている。
　従って、現在最も注目されてい
るCTsは、「“NBICの収斂”から
生じる技術」および「NBICの収
斂を補助したり促進したりする技
術」である（図表１）。これらの
中から、パラダイムシフトやイノ
ベーションを起こす科学や技術が
発生すると考えられ、NBICを基
盤とした技術のより一層の収斂が
米国の科学技術政策上で推進され
ている３）。
　CTsは、課題解決型（mission‐
oriented）でニーズ指向性が強い
ので、社会ニーズや政策課題を具
体的な科学技術と関連づけること
を可能とする。米国では、CTsの
推進によって、人間の能力の著し
い改善や社会の変革、新しいビジ
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
① NBICの組み合わせの収斂から生じる技術
② NBICの収斂の補助や促進をする技術
科学技術動向研究センターにて作成
図表１　NBIC と CTs（収斂技術）
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ネスの創出を期待している。
　また、米国の動向に触発されて、
欧州委員会においても2003年に専
門家グループが設置されて、欧州
におけるCTsの取り組みについて
の検討が開始された。2004年には、
報告書「Converging Technologies
‐Shaping the Future of European 
Societies（欧州社会の未来を築く
CTs）」が発表された４）。
　欧州では、米国のCTs にある
ような“人間能力の改善”は、
CTsの対象としない。また、米国
とはやや異なり、CTsの導入によ
る明るい未来ばかりではなく、技
術の限界や懸念、予想し得るリス
クなどの社会的な影響についても
検討している。しかし、報告書の
結論としては、『欧州社会はCTs
によって新しく築かれる』として
いる。CTsは、欧州経済の競争力
強化を通じて経済成長と雇用を高
めるという「リスボン戦略」にも
寄与すると考えられ、「欧州の知
識社会を目指したCTs（CTEKS）」
という課題設定の下にCTs 研究
プログラムを開始することが提唱
された。欧州委員会による研究技
術開発計画である第６次フレーム
ワークプログラム（FP6）から引
き続き、FP7（2007～ 2013）の資
金により、現在、KNOWLEDGE 
NBIC Project （2006 ～ 2009）が実
施され、CTs推進と社会適用など
についての調査研究が進められて
いる。
　一方、日本においては、今まで
のところCTs に関連する議論は
特になされていない。
　本論では、まず２章で、米国に
おいて検討されたCTsを紹介し、
米国の科学技術政策上のCTs の
位置づけを示した。３章では、論
文分析によりCTs に関する研究
の国際的な進展状況についての評
価を試みた。４章では、日本の科
学技術政策においてCTs を導入
することについて検討し、最後の
５章において日本の取るべき方策
について提言した。
2   米国で検討された20のCTs課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　CTsは、①革命的なツールや製
品、②業務効率、加速学習（新し
い知識を早いスピードで学習する
こと）や集団のパフォーマンスの
増大などの日常の人の活動、③イ
ンフラストラクチャーを立て直す
ため、およびR&Dプランニング
のための優先付けを設定するため
などの組織やビジネスのモデルや
ポリシーの変更、④アイデア、モ
デル、文化に関する“世界的な情
報交換”への動き、といった人間
活動に影響を与える重大な領域に
関係すると考えられている。
　2002 年の報告書２）において、
今後 10～ 20年間で人間の能力向
上などに有益と考えられる 20の
CTsの具体例（課題）が示された。
さらに、2005年の報告書では、報
告書の作成に協力した産学官の専
門家に対して、これら 20の CTs
課題についての実現予測時期など
が質問され、その結果が示された。
以下に示すように、これらは日本
（科学技術政策研究所）が５年ご
とに実施している科学技術予測調
査（デルファイ調査）と極めて近
い内容および結果になっている。
２‐１
20の CTs課題の
実現予測時期と有益度
　20 の CTs 課題について、実
現予測時期および技術の有益度
（benefit）が、産学官の専門家に
対して質問された（回答者26名）。
実現予測時期は、一部の技術でも
実現するような「ブレークスルー
が生じる時期」としている。実現
予測時期および技術の有益度につ
いての回答は、平均値ではなく中央
値を用いている。有益度は、１から
10で評価し、10が最大である。
　図表２に示したように、20 の
CTs 課題は、健康、情報、コミ
ュニケーション、エンジニアリン
グなど多岐に渡り、最も実現予測
年が早いCTs課題は、「蘯快適な
着脱可能なセンサーやコンピュー
タ」、「眩あらゆる場所からの情報
の瞬時アクセス」、「眛新しい組織
構造やマネジメント原理」で2015
年と予測され、最も実現が遅いと
予測されたCTs課題は、「睚月や
火星などの天体の資源の利用」で
2050年と予測された。最も技術の
有益度が高いとされたのは「盧新
材料による機械や構造物」で、有
益度が低いとされたのは「睛戦闘
システムの強化」であった。
　2005年の報告書では、これらの
20の CTs課題に、更に 56課題を
追加して全 76課題を検討してい
る。図表３に、追加された 56の
CTs課題の内、有益度が 8.5 以上
のものを抽出して示した。これら
の有益度が高い５つのCTs 課題
の内の４つは、人間の能力向上を
直接に目的としたものである。追
加のCTs 課題には兵士などの能
力向上についてのものが５つ含
まれていたが、有益度は全て低く
評価されていた。（参考：「新しい
現実に則した訓練環境が、ヴァー
チャル・リアリティの戦場や軍事
シミュレーションゲームのような
軍職員の訓練を革命的に変えるよ
うになる、2010 年、有益度 6.2」、
「兵士は命令を頭の中で考えるだ
けで、瞬時に車、武器、その他の
戦闘システムを制御できる能力を
もつようになる、2045年、有益度
4.5」）。
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図表２　20 の代表的なCTs 課題の実現予測年と有益度
CTs課題 実現予測年 技術の有益度（0～10、10が最大）
盧 家から飛行機までの全ての機械や構造物は、状況の変化に対応し、高いエネルギー効率、かつ環境に
優しいなどの望ましい特性を持つ材料でつくられるようになる。
2030 8.9
盪 個人同士やグループが、従来の文化、言語、距離、専門性などの障壁を越えてコミュニケーションや
協調できるようになる。
2020 8.8
蘯 快適で着脱可能なセンサーやコンピュータが、自分自身の健康状態、環境の汚染、その他の個人個人
が知りたい情報を知ることを促進するようになる。
2015 8.7
盻 農業と食品工場では、安価なネットワークや、動植物や農場製品のニーズや状態状況を持続的に測定
するスマート・センサーを通じて、生産が増大し、損傷が減少するようになる。
2020 8.7
眈技術と治療のコンビネーションが、多くの身体障害者や精神障害者の機能を補うようになる。 2025 8.6
眇 人体は、もっと丈夫に、健康に、精力的になり、もっと修復が容易になり、様々なストレスや生命へ
の危険、老化に対してもっと耐えられるようになる。
2025 8.5
眄 科学者の仕事は、他分野のパイオニア的なアプローチを取り入れることによって、革命的に変化する
ようになる（例えば、遺伝学研究者が自然言語処理のツールや知見を用いて研究することや、文化研
究者が遺伝学のツールなどを用いて研究すること）。
2020 8.5
眩 あらゆる分野のあらゆるレベルの能力の人が、学校や職場や家において、価値ある新しい知識やスキ
ルを迅速で確実に習得するようになる
2020 8.4
眤世界中のどこに居ても、個人が知りたい情報に瞬時にアクセスするようになる。 2015 8.3
眞 エンジニア、芸術家、建築家、デザイナーは、様々な新しいツールや、人間の創造性の源泉について
の理解増進により、創造性が飛躍的に拡大されるのを経験するようになる。
2020 8.3
眥 政策立案者だけでなく普通の人々の、生活に影響を与える認知科学的、社会的、生物学的な力につい
ての知識が改善されて、日常的にもっと適応性の高い創造的な意思決定ができるようになる。
2020 8.3
眦 交通輸送は、ユビキタスのリアルタイム情報システム、超高効率車のデザイン、最適性能のためにナ
ノスケールからつくられた合成材料や機械の利用によって、安全、安価、迅速になる。
2030 8.3
眛 必要な情報の高速かつ高信頼性のコミュニケーションに基づいた新しい組織構造やマネジメント原理
が、ビジネス、教育、政治界において、有能なアドミニストレーターを急増させるようになる。
2015 8.0
眷 将来の工場では、収斂技術が系統立てられ、大量生産とカスタムデザインの間の最大利益を達成する
“知的環境”としてヒト－機械の能力が増大されるようになる。
2020 7.8
眸 教育は、ナノスケールから宇宙スケールへの物理的な世界の構成の理解するために、広範囲で階層的
な知的パラダイムに基づいた統一的であるが多様な教育カリキュラムに変化するようになる。
2030 7.5
睇 ロボットやソフトウェア・エージェント※が、人にもっと役に立つようになる（※実行環境の変化や
ユーザーの指示に応じて、自立的に自分自身の動作を決定できるソフトウェア）。
2025 7.2
睚 月や火星など地球に近い天体の資源の有効利用、効率的な着陸宇宙船、地球外基地のロボットによる
建設によって、広大な宇宙の可能性に気づかされるようになる。
2050 6.7
睨 人の脳と機械の間の直接的なブロードバンドインターフェイスが、工場での業務、車の制御、軍事活
動などにおいて導入されるようになる。
2030 6.4
睫 人や動物および農作物の遺伝的な制御は、人に大きな利益をもたらすようになる（倫理、法律、道徳
についての広いコンセンサスがその過程で確立する）。
2030 6.2
睛 国防は、軽量で情報量の豊富な戦闘システム（無人戦車、スマート・マテリアル、攻撃に耐えるデータ・
ネットワーク、高度な知能集積システム、バイオや化学や核による攻撃の効果的な検知測定技術など）
によって強化されるようになる。
2020 5.5
参考文献１）を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
図表３　追加されたCTs 課題の内、有益度が高いと判断されたもの（有益度 8.5 以上）
CTs課題 実現予測年 技術の有益度（0～10、10が最大）
私達は、十分な食料供給、清潔な空気と水を確保するための技術的な手段をもつようになる。 2030 9.2
支援技術は、盲目、失聴、肢体不自由者のような障害に打ち勝つようになる。 2035 8.8
コンピュータのインターフェースの構造が、障害者が他の人と同じように素早くインターネットや情報
源にアクセスすることができるように変更される。
2015 8.8
世界中の恵まれない人々が無料で情報を利用できるようになり、彼らの農業生産、健康、栄養、経済状
態が改善されるようになる。
2015 8.6
視覚言語の深い理解―絵、アイコン、図による意思伝達―が、より効果的な学際的なコミュニケーション、
もっと複雑な思考、教育におけるブレークスルーをもたらすようになる。
2025 8.5
参考文献１）を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
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２‐２
米国の科学技術政策に
おけるCTs
　2005 年の報告書よると、NSF、
NASA（米国航空宇宙局）、EPA
（環境保護庁）、DOD（国防総省）、
DOE（エネルギー省）は、複数
の NBIC 領域にまたがるような
研究開発プロジェクトをもってい
るという。ということは、米国は
既にCTs に関連する国家プロジ
ェクトを実施しているとも言えな
くはない。
　NBICに関連する国家イニシア
ティブ（米国において国家的に戦
略課題を定め一元化した取り組み
を行う仕組み）としては、ITの
基礎的、長期的な研究の推進を目
指した 1999 年発表の情報技術研
究イニシアティブ（Information 
Technology Research、ITR）、 お
よびナノテクノロジー推進の2000
年発表のナノテクノロジーイニシ
アティブ（NNI）があり、現在も
継続している。2005年度予算では、
ITRは 20億ドル、NNIは 12億ド
ルであった。
　元々、複数の異分野の収斂と
いうCTs の概念は、ナノスケー
ルにおける科学や技術の統合の推
進を含むNNIから出発している。
しかし、2005年の報告書では、今
後は、NNI だけではなく ITRと
協調し、国家イニシアティブでは
ないが、NIH で進めている生物
医学研究推進のためのNIHロー
ドマップなどの各省庁や国の機関
レベルのNBICに関連する長期的
な戦略プロジェクトとも協力して
CTsの実施を支援することを提言
している。
２‐３
米国の産業界とCTs
　米国の産業界は、CTsに関する
米国の科学技術政策に既にある程
度は関わっている。2002年の報告
書には、この報告書の元になった
CTsの検討の専門家会議への出席
者および報告書作成などの貢献者
のリストが載せられている。これ
をみると、政府あるいは国立研究
所に所属する人は 32名で、機関
としてはNSF、DOE、DOC（商
務省）、NASA、NIST（国立標準
化研究所）、NIH、EPA、Office of 
Naval Research、U.S. Air Force 
Research Laboratory、NOAA（海
洋大気圏局）などであった。アカ
デミア所属は 28名で、スタンフ
ォード大学、カーネギーメロン大
学、MIT、カリフォルニア大学（バ
ークレー、ロサンゼルス、サンデ
ィエゴ他）、テキサス大学などであ
った。産業界は18名で、組織として
は、ボーイング社、HP（ヒューレ
ットパッカード）研究所、IBM社、
Lucent Technologies 社（事業分
野：ネットワークや通信システム）、
Tissue-Informatics 社（生体組織の
スクリーニングシステム）、Klein 
Associates 社（海底探査やセキュリ
テ ィ）、Institute for Global Futures
（シンクタンク）、New England 
Complex Systems Institute（複雑
系）などであり、様々な分野の企
業からの参加が見られる。
　CTsの推進は米国政府のトップ
ダウン型の科学技術政策と言える
が、産業界もうまく取り込んでい
るようにみえる。従って、今後の
CTsの推進により、産学官の様々
な組織に広がるNBIC研究につい
て収斂が図られ、基礎研究から応
用研究や産業化までの一連のプロ
セスの省力化および加速化が可能
になるかもしれない。
3   CTsに関する研究の国際的な進展状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　米国では科学技術政策上でCTs
を推進する動きを見せているが、
実際のCTs に関連する米国の研
究の進展状況はどうだろうか。ま
た、国際的なCTs の進展状況を
知ることは可能だろうか。CTsは
様々な分野に広がっているため
に、これ自体の進展を評価するこ
とは大変難しい。そこで、ここで
は一つの案として、論文数によっ
てCTs の進展状況を評価するこ
とを試みた。
　さらに、バイオ／ナノ／材料／
情報研究の実施能力を国際比較
した米国のシンクタンクである
RANDの報告書についても紹介
し、その内容からCTs の研究の
国際的な現状を以下に示す。
３‐１
CTsに関する論文分析
　論文データベースとしてWeb 
of science（Thomson社）を用いて、
1980年～ 2007年１月 16日現在ま
での収載論文に対し、“converg* 
AND technolog*”で検索を行い
（1,468 論文が検索された）、さら
にその中からNBICに関連した論
文を抽出するために、“nano* OR 
bio* OR info* OR cogn*”を用いて
検索を行った（文字列の最後の *
は、続く文字が何であっても検
索されることを意味している。例
え ば、converg* で は、converge, 
convergence, convergingが同時に
検索される）。
　検索は、「論文のタイトル」、「論
文著者が設定したキーワード」、
「論文の要旨」が対象である。検
索された論文は全てCTs に関連
する研究論文であると仮定して、
以下の分析を実施した。論文数の
変遷、国別論分数、研究分野分類
と論文数は、Web of Science の
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ANALYSE 機能を用いて分析し
た。なお、ここでの研究分野分類
は、Thomson 社の用いている分
類に従っている。
盧論文数の推移と内訳
　NBIC に関連する CTs 論文と
して 452論文が検索された。年ご
との変化をみると論文数は増加傾
向にあり、特に 2004 年の論文数
が多くなっていることが示された
（図表４）。
　NBICの内訳（延べ論文数から
の割合）では、一番多いのが情報
技術に関連する論文で61％、次い
でバイオテクノロジー 24％、ナノ
テクノロジー 10％、認知科学５％
であった（図表５）。その内、ナ
ノテクノロジー、バイオテクノロ
ジー、情報技術、認知科学の４つ
全てに関連すると考えられる論文
は２％程度であった。また、「ナ
ノテクノロジーとバイオロジー」、
「情報技術と認知科学」、「バイオ
テクノロジーとナノテクノロジー
と認知科学」などの２つ以上の組
み合わせの中では、「バイオテク
ノロジーと情報科学」に関連する
論文が７％で一番多かった。
　さらに、2003 年から 2004 年の
論文におけるNBICの内訳を調べ
ると、特にナノテクノロジーに関
連する論文のみが増加していると
いうことはなく、他の３つに関連
する論文も急激に増加していた。
これは、2002年から開始された米
国におけるCTs推進方策に関連し
ているのではないかと考えられる。
盪国別の論文数
　図表６に全論文数に対する国別
の論文数割合（％）を示した。そ
の結果、米国の論文数の割合が
46％と一番多く、次いで英国が
11％であった。その他の国は５％
以下であまり違いはない。また、
欧州各国を合計すると33％程度に
なり、米国に次いで多くなる。
蘯研究分野分類と論文数
　図表７に、研究分野分類と
論文数およびその割合（％）
を示した。一番多かったの
が、「Engineering, Electrical & 
Electronic（電気電子工学）」およ
び「Telecommunications（通信）」
に関連する論文で 15％であった。
次いで、「コンピュータ科学」と「情
報科学」の論文が多く、次に「マ
ネジメント」や「オペレーション
リサーチ」が多い。続いて「化学」
や「バイオテクノロジー」関連の
論文であった。
　以上の結果から、NBIC関連す
るCTs 論文の数はやはり米国が
一番多く、次いで欧州全体の合計
が多いことが示された。
　また、前章の図表２と３には、
バイオテクノロジーに関するCTs
図表４　キーワード検索で抽出された論文数の推移
Web of Science の機能を用いて作成
図表５　検索された論文のNBIC の
 内訳（延べ論文）
科学技術動向センターにて作成
図表６　国別の論文数の割合
科学技術動向センターにて作成
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課題が多く含まれていたが、図表
７の研究分野分類と論文をみる
と、バイオテクノロジーに関連
する研究論文の割合はまだ低い
ことが示された。CTs研究の中心
は、現在は情報科学にあり、次
第にバイオテクノロジーやナノテ
クノロジーなどに移行していくの
ではないかと考えられるが、現実
には、NBICを基盤としたCTsの
実現にはまだ距離がある状況が示
された。
３‐２
バイオ／ナノ／材料／情報研究の
実施能力についての国際比較
　2006 年に、米国のシンクタン
ク の RAND か ら「The Global 
Technology Revolution 2020, 
In‐Depth Analyses: Bio/Nano/
Materials/Information Trends, 
Drivers, Barriers, and Social 
Implication（地球規模の技術革命 
2020 年、掘り下げた分析：バイ
オ／ナノ／材料／情報についての
動向、実施者、障壁、社会影響）」
が発表された５）。これは、世界の
29カ国を対象として、バイオ／ナ
ノ／材料／情報に関連する 16の
先端技術について、2020年までに
実現する能力の評価をした報告書
である。報告書中には調査対象の
技術として、認知科学は含まれて
いない。
　評価の対象としている技術は、
「社会に影響を与えるとされたバ
イオ／ナノ／材料／情報に関す
るトップ 16技術（図表８）」であ
る。「トップ 16の技術」は、バイ
オ／ナノ／材料／情報のそれぞれ
の2020年までの技術予測論文（シ
ナリオ）、2020 年までの「技術的
な実現性」、「社会的な実現性（市
場の要求、費用、インフラストラ
クチャー、政策、規制などの非技
術的な障害）」、「世界的な普及性」
などについて検討した結果、選択
された。
図表７　研究分野分類と論文数
研究分野分類 論文数 割合（％）
Engineering, Electrical & Electronic（電気電子工学） 67 14.8
Telecommunications（通信） 67 14.8
Computer Science, Information Systems
（コンピュータ科学、情報システム）
64 14.2
Computer Science, Theory & Methods
（コンピュータサイエンス、理論と方法）
46 10.2
Information Science & Library Science（情報科学と図書館学） 39 8.6
Computer Science, Hardware  &  Architecture
（コンピュータサイエンス、ハードウェアとアーキテクチャ）
23 5.1
Computer Science, Interdisciplinary Applications
（コンピュータサイエンス、学際応用）
23 5.1
Management（マネジメント） 23 5.1
Multidisciplinary Sciences（複合科学） 23 5.1
Computer Science, Software Engineering
（コンピュータサイエンス、ソフトウェア工学）
20 4.4
Operation Research & Management Science
（オペレーションリサーチと経営科学）
18 4.0
Chemistry, Multidisciplinary（化学、複合領域） 16 3.5
Engineering, Multidisciplinary（工学、複合領域） 15 3.3
Biochemistry & Molecular Biology（生化学と分子生物学） 14 3.1
Biotechnology & Applied Microbiology
（バイオテクノロジーと応用微生物学）
14 3.1
Pharmacology & Pharmacy（薬理学と薬学） 14 3.1
科学技術動向研究センターにて作成
図表８　 社会に影響を与えるとされたバイオ /ナノ / 材料 / 情報
に関するトップ 16 技術
1. Cheap solar energy（安価な太陽電池）
2. Rural wireless communications（地方におけるワイアレス通信）
3. Communication devices for ubiquitous information access anywhere, anytime
 （どこでもいつでもアクセスできるユビキタス情報のための通信デバイス）
4. Genetically modified (GM) crops（遺伝子組み換え作物）
5. Rapid bioassays（迅速な生体物質分析）
6. Filters and catalysts for water purification and decontamination
 （水の精製と汚染除去のためのフィルターと触媒）
7. Targeted drug delivery（標的を定めた薬物輸送）
8. Cheap autonomous housing（安価な自立型の住宅づくり）
9. Green manufacturing（環境調和型生産）
10. Ubiquitous RFID tagging of commercial products and individuals
 （商品や個人の持ち物に付けられるユビキタス無線 ICタグ）
11. Hybrid vehicles（ハイブリッド車）
12. Pervasive sensors（広範なセンサー）
13. Tissue engineering（組織工学）
14. Improved diagnostic and surgical methods（改善された診断および手術法）
15. Wearable computers（着脱可能なコンピュータ）
16. Quantum cryptography（量子暗号）
参考文献５）より
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　各国の評価は、「費用／資金調
達」、「法律／政策」、「社会価値、
世論、政治」、「社会基盤」、「個人
情報」、「資源利用と衛生」、「研究
開発への投資」、「教育と理解度」、
「人口と人口動勢」、「ガバナンス
（統治）と安定性」についての項
目でされている。
　図表９に示したように、日本
は、米国、カナダ、ドイツ、韓国、
オーストラリア、イスラエルと同
様に、高いレベルの科学技術力と
技術の実現に対する多くの実行者
を有し、技術の実現における障害
が少ないことを示す右上に位置す
ると分析された。日本における障
害は、「法律／政策」、「社会価値、
世論、政治」、「ガバナンス（統治）
と安定性」であると分析され、韓
国と同じ傾向であった。
　この国際比較の結果は、図表６
のCTs 論文数の各国の割合の結
果と比較すると、米国が優位であ
ることは同じであるが、米国と他
の国の技術力の距離はそれほど大
きくないことが示された。中国は、
高いレベルの科学技術力と技術の
実現に対する多くの実行者をもつ
が、実現には技術以外の障害が多
いとされ、インドは中国よりも科
学技術力は低く、技術の実現の実
行者は多くないと分析された。
　このように、日本は、米国か
らみるとバイオ／ナノ／材料／
情報研究の実現に対して力を持つ
国のひとつと見られている。しか
し、韓国、中国、インドなどの国
の科学技術力の進展のスピードは
速く、社会制度や環境も研究を進
展させる方向に変化している。そ
のため、日本が 10年後も国際的
に同じ位置を保持できるかどうか
はわからない。従って、欧米の施
策を真似る必要はないが、今以上
に科学技術力を伸ばしたり、科学
技術同士の収斂を促進したり、従
来に障害になっていたことを解決
し、技術の完成までの道のりを短
縮させたりして、効率の良い科学
技術の実施が可能になるように施
策を立てることは重要であると考
えられる。
図表９　 バイオ／ナノ／材料／情報に関するトップ 16 技術の実現能
力の国別比較
参考文献５）より
4   日本における国家レベルのCTs推進施策の状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　日本ではCTs 推進に関する国
家レベルの施策は明確には行われ
ていないが、現在実施されている
科学技術に関する国家施策にCTs
の概念をさらに加えることができ
るのではないかと考えられる。こ
こでは、異なる府省で実施されて
いる類似の研究プロジェクトをま
とめて推進するという国家施策で
ある「科学技術連携施策群」を例
にして以下に検討する。
　科学技術連携施策群は 2004 年
に総合科学技術会議において決定
され、2005年７月から活動を開始
したものである。約１年後の2006
年 11 月に総合科学技術会議にお
いて、『科学技術連携施策群の成
果及び今後の課題と進め方（中間
報告）』６）が発表された。
　科学技術連携施策群の制度の目
的は、次の通りである：『各府省
の縦割りの施策に横串を通す観点
から、総合科学技術会議が国家的・
社会的に重要であって関係府省の
連携の下に推進すべきテーマを定
め、テーマごとの関係施策の不必
要な重複を排除し連携強化を図る
もの。これにより、相乗効果、融
合効果が発揮され、全体としてよ
り優れた成果を生み出すことを目
的とする６）』（傍線は著者）
　アウトカムとしては、研究成果
の最大化とイノベーション創出を
目指している。図表 10に科学技
術連携施策群のテーマと目標、お
よび関係する分野について示し
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た。科学技術連携施策群は、ユビ
キタスやロボットなど図表２で示
したCTs 課題と同じテーマも含
んでいる。施策の本来の目的は“府
省連携”であるが、施策の目的の
傍線部分にある「相乗効果、融合
効果が発揮され、全体としてより
優れた成果を生み出すこと」は、
CTs推進で期待される効果と同じ
である。従ってこれらのテーマで
は、府省の連携だけではなく、強
い課題解決型のCTs の概念を入
れて、戦略的に複数の研究課題を
まとめることにより、さらに大き
な連携施策の効果が得られるので
はないかと考えられる。
　今後の課題としては、「基礎研
究・研究開発から利用までの一貫
した連携強化」、「府省だけでなく
民間を含めた情報の共有」、「連携
施策群制度の更なる活用」が示さ
れた。また、今後の進め方として
は、「第三期科学技術基本計画の
分野別推進戦略を効果的に推進す
るために、連携施策群の対象を戦
略重点科学技術に拡大すること」
が示されている。連携施策群の対
象の拡大に関しては、「連携効果、
イノベーション創出効果等の観点
から、対象となる戦略重点科学技
術を選択し集中的に推進する」と
述べられている。従って、今後の
連携施策群は、より対象を拡大し
てイノベーションの創出を期待し
ていることから、具体的な課題を
立て、CTsのような考え方を積極
的に取り入れて進めるべきではな
いかと思われる。
図表 10　科学技術連携施策群のテーマの内、米国のCTs に類似したテーマと
 研究課題
テーマおよび研究課題 目標
ユビキタスネットワーク―電子タグ技術等の展開―
「医療分野に於ける電子タグ利活用のための実証実験
（平成17年～）」
「ユビキタスネットワークの斬新な利活用研究・実証（平成18年～）」
ユビキタスネットワ
ーク社会実現の上で
中核的な技術基盤の
確立を図る
次世代ロボット―共通プラットフォーム技術の確立―
「環境の情報構造化プラットフォームの基本モデルの研究開発
（平成17年～）」
「蓄積と再利用可能なロボット用ソフトウェア基盤の確立
（平成17年～）」
「室内外を移動する人にサービスを提供するための環境情報構造化
プロジェクト（平成18年～）」
「作業空間における物体操作のための環境可能性評価手法の開発
（平成18年～）」
次世代ロボットのさま
ざまな応用分野に共通
のプラットフォーム技
術の確立を図る
ナノバイオテクノロジー
「分子イメージングによるナノドラッグ・デリバリー・システムの
支援（平成17年～）（平成 18年～）」
「ナノバイオセンサ（平成17年～）（平成 18年～）」
ナノとバイオの融合
領域研究により健康
寿命延伸等安心安全
な社会を目指す
参考文献６）を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
5   日本の取るべき方策蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　CTsが、いわゆる連携技術と融
合技術と異なるのは、①課題解決
型（mission-oriented）でニーズ指
向が強いこと、②真に（技術的に
も社会的にも）革新的であること、
③NBICを技術基盤とし、分野横
断的であること、の３つの特徴を
持つ点である。
　近年日本でも、技術の連携や融
合は重要であると考えられ、推進
の方策が産学官で提唱されている
が、これらの方策において先に挙
げた３つの特徴の全てはまだ含ま
れていないようである。特に、日
本では、産学官の科学技術のシス
テムにおいて、分野の縦割りの中
での推進力が強いため、このこと
が分野横断的な技術の創出を困難
にしているといわれている。しか
し、NBICを基盤とした分野横断
的な技術は、将来的に重要で社会
に大きな影響を与える技術（CTs）
である。従って、分野横断的な
技術がより多く創出されるように
日本のシステムを変える必要があ
り、そこでは、例えばNBICの分
野横断的な横串となるような産学
官によるプラットフォームをつく
ることが有効であろう。
　多くのCTs を創出し、その結
果として目的の課題を達成するた
めには、課題を進めるためのマネ
ジメントや方法論が必要である。
それによって技術開発を加速し
て、実現までの期間を短縮するこ
とができると考えられる。科学技
術の発展の現状と将来を分析し、
さらに社会ニーズ（個人の関心
事など）、社会の変化（人口構成、
災害、犯罪、雇用、医療など）か
ら将来の市場規模を予測し、開発
の早い段階から、科学技術予測や
技術ロードマップを導入すること
で、これらを統合的に分析した結
果を基にして研究や技術開発を進
めることが考えられる。このよう
な手法を併用すると、課題の達成
にはどの時点でNBICのどの科学
技術が有効に活かされるかが、明
確に見えてくると考えられる。現
在、科学技術のシーズは日々生み
出されている。科学技術の大海で
イノベーションの孤島に辿り着く
ために、上記のような手法はその
羅針盤となると考えられる。
　今後、日本のCTs に関する国
家レベルの取り組みとしては、具
体的には以下のことが有効である
と考えられる。
① ミッションや課題を共有する
ような産学官のグループで集ま
り、特定のテーマに関するCTs
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についてのワークショップを開
催して、CTsに関する意見交換
や認識の共有を図ること
② 第三期科学技術基本計画の戦略
重点科学技術を目的ごとにCTs
の観点から見直し、分野横断的
な推進により効果的にイノベー
ション創出が期待されると考え
られるものをまとめて推進する
こと
③ 日本の社会において将来的に重
要であると考えられ、科学技術
で解決可能な課題の抽出を産学
官の共同で実施し、その進展状
況を調査し、推進施策を立てる
こと
　2011年にスタートするであろう
第四期科学技術基本計画には、現
在の第三期科学技術基本計画のよ
うな分野別の推進だけではなく、
分野の“横串”を対象とした推進
施策を立てていくことが必須であ
る。それがCTs であるかどうか
は別として、このような考え方で
国家レベルでの推進を検討するこ
とは非常に有益なことではないか
と考えられる。
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理工医学系電子ジャーナルの動向
̶研究情報収集環境と事業の変革̶
林　　和弘
客員研究官
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　科学技術の学術研究における
コミュニケーションには様々な形
態があるが１）、研究者はその成果
を何らかの媒体で発表し、研究者
仲間に広く知られて評価され実績
となる。理工系や医学系の研究者
の場合、仲間内や学会大会で口頭
発表を行い、その後に論文を書い
てジャーナルに投稿することが
多い。ジャーナルの編集では研
究者仲間による審査・査読（peer 
review）によって一定以上の品質
を維持し、論文をまとめて定期的
に刊行する。17 世紀以来、大学、
学会や出版社がこの事業を担って
おり、今でもジャーナルは研究成
果を公開する最重要媒体である。
　最近では、特に 1995 年頃から
ウェブ上での情報のサービスが本
格的に展開されることによって冊
子以外の情報伝達手段が生まれる
と、その特徴を生かした新しい試
みがジャーナルでも繰り返されて
きた。最初はこれまで紙で行なわ
れてきた業務や情報の電子化、す
なわち、冊子の情報のデジタル化
や審査業務を電子化することから
始まった。続いて冊子あるいは紙
ベースでは実現不可能なウェブの
特徴を生かした電子ジャーナル固
有のサービスも種々検討され、引
用リンクなど様々な機能が実現
した。現在電子ジャーナルはデー
タベースとの連携を含めた統合サ
ービスツールの一部として検索か
ら最終一次情報を提供するサービ
スと捉えることも可能となってい
る。その結果これまでごく一部の
専門家の間でしか回らなかった科
学技術情報が多くの人の目に触れ
る機会が増えた。
　一方、電子ジャーナルを含む
ジャーナル刊行事業という観点で
見た場合、現在は、その刊行事業
のあり方に関する議論が盛んであ
る。特にオープンアクセス活動の
出現は、これまでの図書館購読を
主体とした出版事業モデルに大き
な影響を与え始めている。
　ここでは、このすでに古くて新
しいトピックとなった電子ジャー
ナルの動向とオープンアクセス活
動の出現で揺れ動く出版業界の諸
状況について、2007 年現在での電
子ジャーナルサービスとそれを取
り巻く環境を軸に紹介し、日本の
電子ジャーナル運営に関する改善
案について考察する。
　なお、電子ジャーナルを含む研
究情報収集環境は常に変革を続け
ている。本稿での議論を明確にす
るため、また、変化し続けている
この環境の定点観測的な報告も兼
ねて、2007 年１月現在における理
工医学系電子ジャーナル（STM ジ
ャーナル）の投稿からウェブ公開
後までの一般的な業務並びにサー
ビスを紹介し、それに基づいた諸
状況の解説および考察を加える。
2   研究活動における電子ジャーナルの役割 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
電子ジャーナルサービスの
現　在
　現在多くの国際的な理工医学系
ジャーナルは電子投稿窓口を web
サイトに用意し、郵送による投稿
は電子投稿の開始とともに激減し
た２）。オンラインで投稿された原
稿は、従来から続いている研究者
仲間（編集委員や審査員）による
審査（peer review）を電子ファ
イルのまま行い、掲載の是非が判
断される。掲載可の場合は出版処
理へ進み、生物系のジャーナルで
は審査済みの原稿をそのままウェ
ブ公開するところもある。2000 年
前後までは、この電子投稿審査シ
ステムを開発すること自体が一つ
のトピックであったが、現在はシ
ステムの仕様も、開発費も落ち着
いており、すでにこれらの投稿審
査システムが汎用プラットフォー
ム化され、スケールメリットを
生かしたビジネスが展開されてい
る。具体的にはエディトリアル・
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マネジャー（Editorial Manager）３）
というサービスによって、世界最
大の科学技術・学術出版社である
エルゼビア（Elsevier）ジャーナ
ルを中心に 1,800 以上のジャーナ
ルの電子審査化が進んでおり、ま
た、スカラー･ワン（ScholarOne）
社４）は 1,000 以上のジャーナルの
電子投稿審査サービスを提供して
いる。
　電子ジャーナルサービスのメ
リットの一つは、冊子のように
製本することなく論文単位で校了
次第即座にウェブ上に公開できる
ことである。多くのジャーナルで
は、このオンライン先行公開を行
っている。電子ジャーナルの公開
サービスに関しては前記の電子投
稿審査システムよりも早くからス
ケールメリットを生かしたポータ
ル化が進み、エルゼビアの巨大な
電子ジャーナル公開プラットフォ
ームであるサイエンスダイレクト
（ScienceDirect）５）を筆頭に、いく
つかの出版社が時には数百を越え
るタイトルの電子ジャーナルサー
ビスを提供している。
　また、いくつかのジャーナルで
は冊子の印刷を止めて電子ジャー
ナルのみにする、あるいは電子ジ
ャーナルのみの新刊ジャーナルを
発行するなど、e‐only 化の試みが
行われている６）。しかし、各分野
の一流誌と呼ばれている欧米のジ
ャーナルで、冊子を完全に止めて
いるところはまだ少ない。
　電子ジャーナルの公開に際して
は適切な購読管理が必要となる。
冊子体のジャーナルは購読費の対
価として冊子を送ることで購読管
理を行っていたが、電子ジャーナ
ルの場合は一般的にはアクセス権
のみの提供となる。図書館の購読
の場合は IP アドレスによる管理、
個人購読の場合は ID とパスワー
ドによる管理が主として行われ
る。また、電子ジャーナルでは論
文単位で課金することが可能にな
り、多くのジャーナルで論文一部
売りサービスが用意され、その結
果、そのジャーナルを購読してい
なくても、必要な論文だけを購入
することが可能となった。このサ
ービスは主に、データベースの検
索結果から欲しい情報だけを入手
する場合に有効な手段である。
　公開された論文情報を多くの研
究者に早く知ってもらうために、
多くのジャーナルではコンテンツ
アラートサービスによって事前に
電子メールアドレスを登録した読
者に目次内容を送付するサービス
を行っている。ほとんどの場合、
目次にはその論文へのリンクが張
られており、興味のあるタイトル
の論文を直接閲覧できるようにな
っている。
　さらに、最近では RSS 1.0、2.0７）
といったフォーマットを利用し
た新着お知らせサービスも浸透
し始めた。すでにコンテンツアラ
ート登録者数の伸びが落ち着き、
RSS 利用が増大している報告もあ
る８）。
　電子ジャーナルサービスでは、
アクセス数をカウントすることに
よって、どのジャーナルやどの論
文が読まれたかを比較的正確に把
握することが可能である。ただし、
出版社が異なるジャーナルどうし
での比較のためには、アクセスカ
ウントの一定のルール作りが必要
であり、そのためにイギリスの図
書館および出版社が中心となって
COUNTER というプロジェクト
が生まれた９）。現在大手の出版社
はこのプロジェクトで規定された
ルール（Code of Practice）に従っ
たアクセス統計サービスを、主に
図書館に対して提供している。
　電子ジャーナルの利便性を生か
すためには新着情報の発行に加え
て、創刊号にまで遡った電子化が
必要であるが、多くの有力ジャー
ナルではすでに創刊号までの電子
化が完了している。すなわち、す
でに過去の論文を図書館に探し
に行く必要は事実上なくなってお
り、特に電子化の進んでいる英文
誌では実際に図書館相互貸借サー
ビスの量が減っている 10、11）。
　以上が 2007 年現在の標準的な
電子ジャーナルサービスとその周
辺の諸状況である。
２‐２
包括的電子
ジャーナルサービス：
電子ジャーナル間、データベース、
ポータルサイトとの連携
　以下に、電子ジャーナルを取り
巻くサービスについて紹介し、よ
り包括的な立場での電子ジャーナ
ルサービスを紹介する。
盧電子ジャーナル時代の論文識別子
　―OpenURL、
　　DOIとリンクリゾルバー
　まず、電子ジャーナルを利用し
た連携サービスを可能にした論文
識別子について紹介する。冊子体
時代より各雑誌を認識し特定する
識別子には ISSN などがあり、こ
れらは雑誌の管理用に浸透してい
る。しかし、各論文を特定する識
別子には PII、SICI など 12）があっ
たものの利用度が高いとは言えな
かった。一方、電子ジャーナル化
によって、どの論文がどの URL
に存在するかが重要になり、冊子
時代から二次情報を抄録していた
医学系の PubMed13）や化学系の
Chemical Abstracs（ChemPort）14）
などでは独自のルールに従った識
別子を用意した。これらはそれぞ
れ固有のサービスのためのもので
あったが、この識別子の一般化や
規格化が進み、固定のなるべく分
かりやすい URL を持つことによ
って、広くその論文を認識しても
らうことを目的に、OpenURL が
浸透している 15）。一方、出版社
間の引用文献どうしにリンクを
張ることを目的として、大手出
版社を中心に PILA（Publishers 
International Linking Association, 
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Inc.）という団体と CorossRef プ
ロジェクトが設立され 16）、この団
体に加盟するジャーナルの各個別
の論文には識別子 DOI（Document 
Object Identifier）を付与し、そ
の DOI と論文の置かれた URL 情
報を管理する（リンクリゾルバー
を持つ）ことで各論文へのリンク
が可能になった。つまり、これら
の識別子を持つジャーナルに関し
ては、論文単位で URL を組み立
ててアクセスし、個別にリンクを
張ることが可能になった。このこ
とで以下に述べるデータベースや
ポータルとの連携がより効率良く
行われるようになっている。
盪各種データベースとのリンク
　現在のような電子ジャーナル
サービスが実現する前から、先
に 述 べ た PubMed、Chemical 
Abstracts のようないわゆる二次
情報サービスが提供され、ウェ
ブの浸透以前にデータベース化さ
れていたが、論文単位の電子化と
ハイパーリンクによってこれらの
二次情報データベースから簡便に
一次情報の論文へ到達することが
可能になった。研究者の情報収集
におけるこの二次情報と一次情報
の連携のインパクトは大きく、厚
い抄録本を調べてその後一つ一つ
の紙のジャーナルに当たることな
く、PC 上で必要なキーワードで
検索し、結果表示から該当文献を
簡単に閲覧できるようになった。
これは研究情報収集環境の激変と
も言え、このような専門分野のデ
ータベースの検索に引っかからな
い論文は無視される可能性すらあ
るため、多くのジャーナルがその
専門分野のデータベースとの連携
を積極的に図っている。逆に、ア
マゾン社などでの書籍販売にみら
れるロングテール現象と同じよう
に、これまで冊子単体だけではあ
まり読まれなかったジャーナルで
も、電子化しデータベースと連携
することで検索の結果として他の
主要なジャーナルと並んで検索結
果として並び、論文が閲覧される
ようになったことも大きな変化で
ある。この点では、特に日本の英
文誌では海外での露出機会を高め
るチャンスとなっている 17）（図表
１）。
　一方、引用文献データベースに
関しても同様の動きが見られる。
Thomson 社（旧 ISI 社）の Web 
of Science（WOS）18）は、早くか
ら引用文献データベースから一次
情報に繋げているデータベースで
ある。2004 年からエルゼビア社
も同様の引用文献データベースで
ある SCOPUS をリリースしてい
る 19）。SCOPUS では、当初から
エルゼビア社の持つサイエンスダ
イレクトなどの一次情報との連携
が取られている。
蘯検索ポータルからの誘導
　さらに数年前より、より一般
的な検索ポータルサイトが科学技
術および学術情報の検索サービス
に乗り出している。具体的には、
Google Scholar は、すでに科学技
術および学術情報ポータルサイト
をリリースして、独自のエンジン
を利用した引用情報サービスを提
供している 20）。また、これに対抗
する形で Microsoft 社の Windows 
Live Academic が 登 場 し た 21）。
Google Scholar の検索結果から
PPV サービス購入などの具体的
な利用の実態が報告され始めても
いる８）。これらの検索ポータルの
動向は、利用実態を含めて、その
行方を注視すべきものである。特
に専門性と信頼性の高い既存の二
次情報データベースを持つ医薬お
よび化学分野の研究者が、このよ
うなより一般的なポータルサイト
を今後どのように扱うかが注目さ
れる。
盻引用および被引用のリンク
　２‐２盧で述べた引用文献どう
しのリンクを実現する CrossRef
プロジェクトを介して、主な出版
社間では、引用文献から他のジャ
ーナルの論文へ効率よく移動する
ことが可能となった。さらに、単
に引用文献へのリンクを実現する
だけでなく、引用された側に被引
用文献へのリンクを張って、ある
論文の公開後に他の論文がその論
文を引用した場合にもリンクが張
れるようになっている（被引用リ
ンク、Forward Linking）。すべて
のジャーナルがこの機能を持った
場合、理論上、この被引用リンク
の数が一般的に言われている論文
の被引用数に等しいことになるの
図表１　二次情報データベースからの検索の重要性
情報の科学と技術 Vol. 53、No. 9、P. 441‐447（2003）17）を改変
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で、引用データベースに頼らなく
とも引用数を把握することができ
るという可能性がある。
眈デジタル資源管理ツールの登場
　最後に、最近では各機関の図書
館が、管轄する電子ジャーナル、
データベースや今回は採り上げな
い電子ブック（eBook）も合わせ
て統合管理するシステム（デジタ
ル資源管理ツール）を利用して、
欲しい資料への適切なナビゲート
機能や資料間横断検索など効率の
良いエンドユーザーサービスを実
現する動きも活発化している 22）。
眇電子ジャーナル化がもたらした
　多様なアクセス手段
　以上のような形で、旧来からあ
る審査（peer review）というシ
ステムを踏襲する形での電子ジャ
ーナルの一次情報作成と各論文の
公開までの局所的なサービスは、
かなり固定化されつつある。次の
段階として現在はジャーナルや個
別の論文をデータベースやポータ
ルサイトといかに連携させて管理
するかを検討している段階と見る
ことができる。
　また、現在、研究者の情報検索
環境は、図表２に示すように各タ
イトルもしくはパッケージ別の電
子ジャーナルへの直接のアクセス
というルート（Ａ）に加えて、主
に図書館が管理している専門性
の高い２次情報や引用情報などの
データベース検索から入るルート
（Ｂ）、同じく図書館が管理してい
るデジタル資産管理ツールなど
のデータベースの統合検索から入
るルート（Ｃ）、さらに無料ポー
タルサイトの検索から入るルート
（Ｄ）の４つに分類することがで
きる。このような多ルートからの
アクセス提供や Google など一般
層まで含む広い読者からのアクセ
スは、冊子では不可能である。ア
ーカイブの電子化もほぼ完了した
現在、図書館に通って冊子を手に
取る時代は終わりつつあると言え
る。一方、各ジャーナルの出版母
体は、その存在を無視されないた
めにも、これらの多種のルートか
ら発行ジャーナルのコンテンツが
常に閲覧できるようにすることが
必須となっている。
３‐１
変わらない学術出版の
商業化と寡占
　学術出版事業は電子ジャーナル
化が進む以前より、依然として、
いわゆる購読費モデルと呼ばれ
るビジネスで成り立っている。す
なわち、主として図書館が払う購
読費を主な収入源として事業を展
開している。一部のジャーナルで
はこのほか、著者からの掲載料や
別刷り料を徴収するところもある
が、いずれのジャーナルでも主な
収入源は購読費である。
　この学術出版事業は、冊子の時
代から商業化と寡占化が進み、価
格高騰によって図書館の払う購読
費が増えても導入タイトル数が減
ってしまうシリアルクライシスが
叫ばれていた 23）。この寡占化の状
況は、電子ジャーナル化の特徴の
一つであるスケールメリットの要
因が加わってさらに加速されてい
る。例えば、エルゼビア社のサイ
エンスダイレクトには 1,700 以上
のタイトルが掲載されており、雑
誌はタイトル単位ではなく、この
電子ジャーナルプラットフォーム
全体（パッケージ）としてまとめ
て販売されている（ビッグディー
ル）24）。
　しかしながら、多くの国の図書
の予算は年々減少し続けるか、増
えてもタイトル数の維持や新規購
読に不十分な程度であるため 25）、
図書館はこのようなビッグディ
ールに対抗するべく連合組織（コ
ンソーシア）を形成し、価格交渉
によってできるだけ安くパッケー
ジを買い、できるだけ所属の機関
図表２　電子ジャーナルへのアクセス経由の概念図
科学技術動向研究センターにて作成
3   事業としてみた電子ジャーナル ̶世界の状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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で多くのタイトルを閲覧できるよ
うに努力してきた。最近はビッグ
ディールのおかげで、１図書館当
たりの購読タイトル数が増え、利
用実績も増えたという報告もあ
り 26）、ビッグディールとコンソー
シアの閉じた世界の中ではその効
用が論じられている。
　一方、このスキームからはずれ
てしまう中小出版社は、ビジネス
として大きなハンディを背負うこ
とになった。比較的大きな規模を
持つ欧米の学会では、その分野の
トップブランドジャーナルを核に
数十のパッケージを形成して、商
業出版社のジャーナルと同様のビ
ジネスを展開している。また、一
部の中小出版社どうしでは、共同
して電子ジャーナルのパッケージ
化を行うなどの試み 27）が行われ
ているが、それ以外の少ないタイ
トルもしくは単タイトルで電子ジ
ャーナルビジネスを展開する決定
打は生まれていない。
３‐２
障壁無きアクセスは可能か
―オープンアクセス運動
　以上のような状況の下、本来
は非営利目的として広く流通さ
れるべき科学技術および学術情報
流通事業が、過度に商業化してい
る点を懸念する声はますます高ま
り、商業目的のジャーナルに対す
る数々の対抗策も生まれている。
このような対抗策は主に図書館に
よって主導され、電子ジャーナル
化以前より ARL（Association for 
Research Library）による SPARC
運動 28）などが展開されてきた。
　さらに最近では、オープンアク
セスと呼ばれる活動が盛んになっ
ている 29）。オープンアクセス活
動の定義は様々であるが、ここで
は論文情報（本文を含む）へ誰で
も無料でアクセスできる手段を提
供する活動とする。このオープン
アクセス活動の基礎にある考え方
は、主として税金で行われた大多
数の研究の成果は、広く一般に
公開すべきであるというもので
ある。特に医学系では、納税者が
最新医療情報へアクセスすること
に障壁があり（有料購読が必要）、
これに対する問題意識からオープ
ンアクセス活動が進んだ。
　また、電子ジャーナルならでは
の特徴が、この活動を推し進めた。
すなわち、インターネットサーバ
ー上に認証をかけずに情報を置き
さえすれば、誰でも論文情報にア
クセスできるようになった。冊子
を流通させるよりも簡便でかつ経
済的であるという電子ジャーナル
の大きなメリットがこの活動を推
し進めているのである。
　現在、オープンアクセスを実現
する方法は様々であり、常に変革
を続けている。現在行われている
例を以下に紹介する。
盧分野別プレプリントサーバーと
　セルフアーカイブ：
　研究者の立場から
　まず、オープンアクセス運動以
前より、物理などの一部の分野で
は、投稿前の原稿をプレプリント
サーバー上に公開するという文化
を持っている。これは研究仲間に
対して、一刻も早く自分の成果を
披露したいという要望に応えた形
で立ち上がった。arXiveがその代
表例である 30）。
　また、著者自身の原稿を著者の
サーバーに掲載して無償公開する
セルフアーカイブ運動が Harnad
氏らによって長らく提唱されてい
るが 31）、これは、著者自身がセル
フアーカイブするメリットが少な
いために十分に浸透しているとは
言えない。
盪財団の勧告：
　研究費助成団体の活動
　オープンアクセスに対する反
応は、研究助成団体も動かした。
2003年にアメリカのNIH（National 
Institute of Health）、イギリス
の Welcome 財団、そして前述の
SPARC の主要メンバーが集まっ
てオープンアクセス活動を促進
するベセスタ宣言が提唱され、こ
れを受けた形で、2004 年に NIH
は、NIH が補助した研究に関する
論文を PubMedCentral へ掲載し
無償公開することを著者に要求し
た 32）。さらに、2005 年からはよ
り強く要求を行っている。イギリ
スの Welcome 財団も同様の勧告
を行い、PubMedCentral のミラー
サーバーを用意した。
　これらの勧告に関する NIH の
一連の動きは、学会、商業出版社、
および図書館に大きな影響を与
え、様々な議論を呼ぶ一方で、後
に述べるそれぞれの立場から行う
オープンアクセス活動の一つの原
動力ともなっている。
蘯機関レポジトリ：
　図書館の新たな活動
　一方、先のジャーナルの商業
出版化と価格高騰に対抗するべ
く、図書館は研究者に対してセル
フアーカイブを積極的に推奨する
ようになった。さらに所属機関に
情報公開サーバー（機関レポジト
リ 33） を用意して、紀要や博士論
文など大学などが持つ情報ととも
に、所属機関の著者の書いた論文
を著者の代わりに掲載するように
なった。掲載される原稿は、著者
最終版と呼ばれている審査が終了
した原稿か、出版社版と呼ばれて
いる最終公開本文ファイル（主に
PDF）であり、機関レポジトリへ
の掲載を含めて出版元の許諾条件
に応じて、いずれかのファイルを
掲載している。
　このようなセルフアーカイブ
の延長とみることもできる機関レ
ポジトリには、まだそれほど多く
の論文情報が掲載されているとは
言えないが、掲載されたデータは
Google によって検索が可能になっ
ているところが多い。すなわち、
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すべての研究機関にこのレポジ
トリが浸透すれば、大多数の科学
技術および学術論文情報が、無料
で検索および閲覧できることにな
る。この無償流通経路が本格的に
実現すると、科学技術および学術
情報流通に大きな影響を与える。
図書館もそれを目指して活動を続
けているが、出版社側にとっては
死活問題となるため、大きな議論
を呼んでいる 34）（図表 3）。
盻オープンアクセスジャーナル：
　出版社の対応
　出版社側もオープンアクセスの
持つ理念自体には異論が無い。し
かしながら出版にはコストがかか
り 35）、商業出版社のように出版事
業によって利益を得ているところ
はその対応に消極的だった。さら
に欧米の非営利の学会も出版事業
によって収入を得ており、その収入
を教育事業など他の学会活動に充
てていることもあって 36）、早急な
オープンアクセス化には大反対は
せずとも慎重な態度を示している
ところが多い。
　しかしながら、政府機関や図
書館の活動に対応する意味も含め
て、これまでの購読費モデルの代
替モデルを模索しているところも
ある。2007 年１月現在行われて
いる取り組みは、著者支払いモデ
ルによる完全オープンアクセス化
と、著者支払いオプションおよび
公開時期の調整による部分的オー
プンアクセス化である。
　まず、著者支払いモデルであ
るが、先駆的な例としては、生
物 系 の BioMedCentral37） や 英
国物理学会出版局がドイツ物理
学会と協力して発行した New 
Journal of Physics38）があり、現在
最も代表的な例としては、PLoS
（Public Library of Science） の 科
学ジャーナル 39）が積極的にこの
モデルを採用している。例えば
PLoS Biology 誌では、現在著者が
$2,500 の掲載料を支払うことで発
行の運用経費を賄っており、電子
ジャーナルは完全に無料化されて
いる。しかし、2003 年の刊行時当
初は1,500 US$で始めた掲載料が、
運用３年目になって値上げされ、
著者支払いモデルが本当に成り立
つかどうかが議論されている。
　続いて、著者支払いオプション
であるが、これは論文単位でオプ
ションとしての料金を支払い、そ
の論文だけが即時に無料公開に
なるというものである。例えば
Springer 社の Open Choice40）では
著者が 3,000 US$ を支払うことで
その論文への無料アクセスが可能
になっており、Springer 社では研
究助成団体にも積極的にこのオプ
ションを利用するよう働きかけて
いる。このように、最近では、著
者の代わりに研究費助成財団がこ
れらの料金を支払うという考え方
も出始めている。この方式の場合、
著者全員がこのオプションを選択
した際、購読費を０円まで値下げ
できるようなオプション料金に設
定すれば、先の完全オープンアク
セスジャーナル化に移行すること
も理論上は可能である。そこで、
既存のジャーナルは取り急ぎこの
オプションを用意して様子を見は
じめている。
　最後に、公開時期の調整による
オープンアクセス化であるが、こ
れは公開後一定の期間が経ったも
のは無料公開にするというもので
ある。この方式は、オープンアク
セス運動以前より出版社によって
は行われていたこと、購読費モデ
ルはそのまま維持されること、さ
らに論文単位で見た場合に有料の
時期と無料の時期があるなどとい
った特徴がある。したがって、オ
ープンアクセスを実現する手段と
しては、前述の二つが中心である
と紹介されることが多い。
３‐３
オープンアクセス活動が
もたらしたもの
―電子ジャーナル時代の科学技術
および学術情報流通のありかた
　以上いくつかのオープンアクセ
スへの取り組みを紹介したが、こ
の議論の中で常に中心を占める命
題は「誰が科学技術および学術情
報流通のコストを負担するべきな
図表３　オープンアクセス活動における関係者相関図
科学技術動向研究センターにて作成
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のか」ということである。結果的
に、研究助成団体、図書館、学会
を含む出版社がそれぞれの立場か
らこの命題に対する現実的解釈の
試みを現在繰り返している。この
繰り返しの中で注目すべきは、図
書館が情報発信機能を持ち始めた
ことと、研究助成団体が研究の公
表と流通方針に関与し始めたこと
である。つまり、単にコスト負担
の問題だけでなく、「誰が科学技
術および学術情報流通を担うべき
なのか」といった命題も内包する
ことになり、関係者自身が変革せ
ざるをえないという可能性が出て
きた 41、42）。
　また、このような状況下では、
本来一番の利害関係にあるはず
の研究者がオープンアクセスに対
してどう考え、どう動くかが注
目される。ところが英国の Royal 
Society のような例 43）を除けば、
一般的に研究者の関心は薄い。な
ぜなら研究者の欲求はあくまで自
分の研究に対する仲間内での良い
評価を得ることとそれに伴う処遇
の向上にあるため、いわゆるトッ
プブランドジャーナルへの掲載を
第１のプライオリティにし、その
ジャーナルの事業が非営利である
か、オープンアクセスかどうかに
ついてはあまり関心がない。しか
しながら、研究費の多くが税金で
賄われているということと、税金
の利用に対する社会への説明責任
が年々強く求められる中で、今後
は今までのように無関心なままで
居られない可能性もある。
　以上のように、基本的なサー
ビスとしては落ち着きを見せ始め
た電子ジャーナルも、事業として
みた場合はむしろ混沌とした状況
にあると言える。特に、電子ジャ
ーナル化によって事業形態が変わ
るだけでなく、情報流通活動の担
い手が変わる可能性も出てきたた
め、今後は、再編成の方向を十分
見極める必要がある。
4   電子ジャーナルが日本の学協会に与えた影響 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
日本の電子ジャーナル化の
状　況
盧日本の電子ジャーナルを支える
　環境
　図表４は日本の科学技術および
学術情報流通に関わる関係者を集
めて図式化したものである。文部
科学省の枠組みの中で、まず、C
科学技術振興機構（JST）ならび
にC日本学術振興会（学振）が
あり、研究助成を行っている。こ
の両者はそれぞれ J‐STAGE や
科学研究費補助金の研究公開促進
費などで日本の学会出版の支援
も行っている。ジャーナル発行
元としての学協会と購読側の図書
館には、どちらにも研究者が属し
ている。また、国立情報学研究所
（NII）は図書館活動を支援しつ
つ SPARC／JAPAN44）の活動で学
会を支援している。さらに、科学
技術および学術情報の恒久保存の
観点からは国会図書館が関係して
おり、さらにその周りには欧米の
学会系出版社や、商業系出版社が
その強力なブランド力と共に存在
し、多くの日本の研究者が海外の
ジャーナルに投稿している。この
状況下で、いくつかの分類で日本
独自の電子ジャーナル事業の取り
組みとその支援体制を以下に紹介
する。
盪完全自力型：物理系の事例
　物理系学術誌刊行協会（IPAP）
は、譖日本物理学会と譖応用物
理学会の出版組織が統合して発
足させた組織である。主力ジャー
ナルとして、Journal of Physical 
Society of JapanとJapanese Journal 
of Applied Physics を刊行してい
図表４　科学技術・学術情報流通関係者相関図
科学技術動向研究センターにて作成
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る。この組織では電子投稿審査
システムや、電子ジャーナル公開
プラットフォームを自力で開発し
た。さらに電子ジャーナルの有料
購読も行い、CrossRef あるいは
Google を含めた各種リンクも実現
している。
蘯国内提携型：独法研究機関の事例
　現在、日本の 130 誌程度の英文
誌は、C科学技術振興機構（JST）
の J‐STAGE45）を利用して電子
ジャーナル公開を行い、一部の学
会では電子投稿審査も利用して
いる。J‐STAGEでは、PubMed、
ChemPort、CrossRef の連携に加
えて、COUNTER 基準相当のア
クセス統計サービスを提供して
いる。譖日本化学会の Chemistry 
Letters 誌は J‐STAGE を効果的
に利用し、標準的な電子ジャーナ
ルサービスを実現しつつ、受け付
けてからウェブ公開の平均期間が
一般化学誌としては世界最速クラ
スとなった 42）。
　また、国立情報学研究所（NII）
の NII‐ELS には、発行された冊
子をスキャンしたファイルが書誌
情報とともに掲載されており、学
協会の方針に応じて無料／有料公
開されている 46）。
盻国外提携型：
　電子情報通信系の事例
　譖電子情報通信学会では独自
の電子投稿審査システムを用い
て審査をした後に、国外向けには
Oxford University Press を通じて
Highwire47）と呼ばれる電子ジャ
ーナルプラットフォームを用いて
電子ジャーナルを公開し、国内向
けには独自サーバーによる公開を
行っている。国外の読者に対して
は、海外の非営利大規模プラット
フォームを利用することで標準的
なサービスと海外での PR を図っ
ている。
眈SPARC／JAPANその他の活動
　国立情報学研究所（NII）では、
先に紹介した SPARC ／JAPAN
事業を通して、日本発の情報流通
基盤整備事業を開始し、２期４年
目に入っている。この事業の選定
誌の一つである UniBio Press は生
物系学協会誌７誌の電子ジャーナ
ルパッケージであり、2007 年より
BioOne プラットフォームでの公
開を開始した。また、個別の学会
やジャーナルへの支援に加えて研
修活動を活発化させ、ジャーナル
担当の人材育成に努めている。
　また、日本機械学会では、既存
の英文誌の発行を止めて発展的に
部門別の電子ジャーナルを創刊し
た。このジャーナルは電子ジャー
ナルのみの発行であり、電子ジャ
ーナルの発行を学会の使命と位置
づけ、会費と投稿料（掲載料）で
発行費を賄う方針である。
４‐２
厳しい日本の
電子ジャーナル事業
　先に述べたように、日本の理
工医学系ジャーナルも電子化が進
み、一定の成果が出ているが、事
業としてみた場合は脆弱な状態が
続いている。以下にその理由につ
いて考察する。
盧科学研究費補助金が与えた影響
　科学研究費補助金の研究成果
公開促進費によって冊子体の印刷
出版に対する補助は、その前身を
含めると 1955 年から行われてお
り、日本のこの分野の出版事業を
下支えしている 48）。この支援は、
元々日本語圏で英文出版活動を行
うことに代表される構造的なハン
ディを負っている英文誌発行には
大きな支援となっているが、一方
で、毎年定期的に補助されること
と、補助額は赤字分のみが対象で
あって利益を上げることが制度上
許されないため、品質改善の動機
付けを失いやすいという懸念を内
包する。さらに、冊子体発行を前
提とした補助基準になってきたた
めに、最近は改善が進んでいるも
のの、電子ジャーナル発行のため
の補助として全面的には使いにく
いという側面もある。
盪学協会の統合問題
　かねてより日本の学協会はそ
の数が多く、統合や改革の必然性
が論じられているが 49、50）依然と
して日本の学協会数は減っていな
い。例えば譛日本学術協力財団発
行の学会名鑑をみると、2001 ～
2003 年版では 1,620 だった学会数
が、2004 ～ 2006 年 版 で 1,730 と
むしろ増えている。このような
学協会乱立は電子ジャーナル事業
を含めた学会事務効率の低下を招
き、欧米との格差を広げる結果と
なっている。
蘯ジャーナルの質
　（Quality Control）の問題
　出版社（Publisher）としての機能
　学協会の乱立は出版組織の規模
も小さいまま分散していることを
意味するが、さらに欧米のような
出版のプロフェッショナルな人材
が担当することもなく、多くの場
合、他の業務と兼任であるため、
電子ジャーナルサービスや掲載す
る情報の質を向上させることが極
めて難しい。また、ジャーナルの
認知度を向上させ、著者から良い
原稿を投稿してもらうためには、
PR 活動が必須であり 51）、さらに
は、電子ジャーナルのライセンス
問題や著作権を含めた法務の業務
も重要である。ところが、これら
に関して明るい人材が学会にはほ
とんどいない。これも非常に大き
な問題である。
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　以上のように日本の電子ジャー
ナルの活動は、学協会自身の持つ
問題を抱えて、経済的、人材的に
も貧弱であり、結果的に個別の学
会の努力など細々とした改善に留
まっているのが現状である。世界
と日本の状況を踏まえて、また、
科学技術・学術審議会下ワーキン
ググループの報告 52、53）も考慮し
ながら、日本発の電子ジャーナル
をより強化するための改善策につ
いて考察する。
５‐１
日本発の情報発信の
必然性の確認
盧海外に評価を任せることのリスク
　まず、日本発の情報発信の必
然性を改めて再確認する必要があ
る。科学に国境は無いが、科学者
には祖国があるといった理念的な
話だけに限らず、海外誌における
審査遅延、あるいは不当な扱いな
どについては、その性質上、明確
な統計データとしては現れないも
のの、兼ねてより指摘されている
ことである 54）。また、国際誌と呼
ばれているジャーナルでもその編
集委員のかなりの割合が自国の教
授であることも多い。すなわち、
研究者自身の最新の知見およびデ
ータが世に公開される前に海外の
評価母体に渡ることのリスクが
大きいことを再認識する必要があ
る。ただし、これらは、日本に限
った問題とは言えない。
盪 海外からの情報発信に頼ること
によるビジネスの機会の損失
　英文誌の出版活動を国際的に行
うことは必然的に出版業界が外貨
を獲得することになり、実際に欧
米の学会および商業出版社は世界
から高い収益を得ている。また、
商業出版社はその利益を株主に還
元してもいる。世界の科学技術お
よび学術情報流通市場は約５兆円
とも言われており 54）、日本発の情
報発信産業が国際的な経済活動の
一翼を担う産業にもなりうること
を認識する必要がある。
蘯情報流通産業育成の観点
　理工医学系電子ジャーナルの世
界は、文学、経済など他の分野の
ジャーナルと比較してその浸透が
早く、結果的にインターネット上
での学術コミュニケーションを先
導している。すなわち、この世界
でイニシアティブを取れるような
活動を行うことは情報流通産業全
体の発展にとって望ましい。
盻一次情報発信事業が持つ意義の
　再確認
　２‐２で展開された包括的な電
子ジャーナルサービスは、最終的
には一次情報である論文にたどり
つくためのガイドのようなもので
あり、すべては一次情報の存在の
上に成り立つ 42）。日本が質の高い
一次情報を生産し、発信する意義
についても再認識が必要である。
５‐２
研究評価のあり方の再検討
　研究者にとっては、その分野の
トップブランドジャーナルに掲載
され、その科学コミュニティから
評価を受けることが最大の関心事
である。しかし、現実的には、ほと
んどの分野でトップブランドジャ
ーナルは欧米から発行されている。
　このような研究者の欲求は率直
に受け止める必要があり、研究成
果の海外流出を相対的に食い止め
るために研究者の意識変化を単純
に待つことは非現実的である。こ
れらを踏まえた上で、この問題に
はなんらかの施策が必要であると
考えられる。例えば、大学等の非
営利機関の研究者に限った話とし
て、研究者の研究から生まれる成
果はその研究者にとっての大切な
財産である一方、主として税金で
行われた活動から生まれた利益と
見ることも可能である。この利益
に課税して還元するという考え方
のもと、研究成果の一定の割合を
日本から発信することにし、その
割合や量を適切な評価と研究費配
分に結びつけることが得策ではな
いかと考えられる。例えばこれは
あくまで一例ではあるが、税金分
以外の残りはどのように使っても
よいとし、海外の有力誌で名を売
ることも可能とし、多くの税金を
払う論文、すなわち影響力のある
論文を多数日本から発信する研究
者にはそれなりの発言力を与える
ようにする。このような極端な施
策を突発的に講じることは研究者
の猛反発を招く可能性もあるもの
の、今後、日本発の科学技術およ
び学術情報発信の意義を、なんら
かの形で研究者自身に再認識させ
る必要があるだろう。今回議論し
ている問題はこの研究者自身の再
認識が前提でないと実効的な手段
を模索できないのではないかと考
えられる。
５‐３
研究助成団体や
出版支援団体のポリシー
　先に述べたように、NIH や
Welcome 財団など研究助成団体
の活動が科学技術および学術情
報流通に与えた影響は非常に大き
5   日本発の電子ジャーナルおよび情報流通を改善するための提案 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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い。同じように、C日本学術振興
会やC科学技術振興機構など日
本の研究助成団体がその補助対象
の研究情報の流通に関してどのよ
うなポリシーを持つかは日本の情
報流通のあり方と関連の事業活動
に大きな影響を与える。今後、そ
のポリシーへの議論が待たれる。
５‐４
出版助成のあり方の再検討
　これまでの科学研究費補助金の
出版補助の意義と成果は最大限に
評価しつつも、特に電子ジャーナ
ルを前提とし補助する仕組みに改
革もしくは再編することが早急に
必要とされる。これには日本学術
会議の特別シンポジウムで行われ
た議論などが参考になる 55）。
　なお、中国では、National Natural
Science Foundation of China
（NSFC）によって中国国内 30 の
ジャーナルに対して２年間の期限
付き補助を行い、国内外から招聘
された評価委員会を設けて、補助
対象の選定と活動後の評価を行っ
ている。このような例も参考に値
する 56）。
５‐５
審査の質の向上
（学協会の質の向上）
　日本発の情報発信を推進する
ためには、ジャーナルに掲載され
る内容の品質の維持は不可欠であ
る。そのためには、審査の質の向
上が不可欠である。学協会はこの
審査（peer review）を維持する
重要な役割を持っており、国際的
にみても水準の高い編集組織と国
際的な審査員を常に確保する学協
会の努力が不可欠である。
５‐６
出版に関する人材育成と
出版組織の国際化
　トップブランドジャーナル
の構築のために、欧米の学協
会や出版社では、経済的あるい
は人材の投資を行っている。ま
た、Association for Learned and 
Professional Society Publishers
（ALPSP）、STM57、58）などの出版
同業者団体によって、各種の研修
事業や情報交流の場がもたれ、出
版に関する人材の育成を行ない、
業界におけるリーダーシップを発
揮している。日本でも科学技術お
よび学術出版のプロフェッショナ
ルとしての人材を学協会もしくは
出版社で早急に育成し、出版人が
国際的にも発言力を持てる体制に
する必要がある。
6   電子ジャーナル出版組織の統合と日本型非営利出版活動の模索 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　以上の諸状況の考察から、より具
体的に電子ジャーナル時代の日本
型非営利出版活動案を提示したい。
６‐１
出版組織の統合案
　まず電子ジャーナル事業のスケ
ールメリットを生かすべく、各学
協会の出版組織を統合し、数十を
越えるジャーナルを発行する母体
を組織することを以下に提案した
い。ただし、編集組織と審査方針
についてはまずは基本的に各学協
会に任せ、ジャーナルの性格の多
様性およびオリジナリティを確保
しつつ、一方で、編集委員長が長
い任期でリーダーシップを発揮し
ながら運営できるような支援を行
うことが望ましい。先に述べた学
協会の統合が進まない状況でも、
このような形での比較的ゆるい連
合は現実的と考えられる。最近に
なって、日本学術会議で公益法人
化後の学会のあり方を本格的に考
える動きも出ているため 59）、そ
れらに歩調を合わせることも重
要と考えられる。ちなみに、先の
科学研究費補助金の成果公開促進
費（定期刊行物）で補助を受けて
いる理工医学系ジャーナルをまと
めた場合の統合出版規模を推測す
るために 60）、平成 18 年度に補助
を受けた理工医学系ジャーナルの
数を調べたところ 82 誌であった。
これらのジャーナルは海外への有
償冊子頒布数なども評価された一
定の質のジャーナルであり、年間
総ページ数は約 11 万ページ、補
助総額は約 7.7 億円であった。こ
の補助額は出版の印刷に関する部
分的な補助であるため、少なくと
もこの額以上の出版規模が見込ま
れる。松尾学術振興財団の研究会
レポートによると 50）、学協会英文
誌 19 誌を対象とした調査として
事業総額に対する１ページあたり
のコストを計算すると平均 3.3 万
円であることがわかるので、先の
年間ページ数から約 36 億円の事
業と見積もられる。この出版組織
では、電子投稿審査サービスの提
供、審査終了後の電子ジャーナル
公開サービス、各種データベース
との連携、購読管理と広報活動を
行う。また、これまで学協会単独
では難しかったジャーナルの評価
や新規マーケット開拓のための調
査機能と著作権を含む法務管理機
能を持つ。さらに日本のプレゼン
スを示すべく、世界の投稿者およ
び読者候補に対して国際的な PR
活動を行い、欧米の出版業界との
連絡連携を密接に行う。このよう
な新しい機能から、編集、製作、
広報の次のあり方を模索し、さら
科 学 技 術 動 向　2007年 2月号
26 Science & Technology Trends   February  2007 27
理工医学系電子ジャーナルの動向　̶研究情報収集環境と事業の変革̶
に積極的に改善を行う。これらの
編集および出版活動をポスドクの
キャリアパスの一つとして位置づ
けることも有効と考えられる。
６‐２
統合組織の運営
　３章で述べた世界的な電子ジャ
ーナル事業の状況から、このよう
な出版組織の事業運営方法には以
下の二通りが考えられる。
盧商業的運営
　まず、そのひとつとして、欧米
の大規模学会の例に倣った自立志
向型の運営が考えられる。すなわ
ち、例えば、初期は国の支援を得
ながら５年後の自立を目指して活
動し、日本の科学技術および学術
情報サービス産業の中核としての
発展を目指す。この運営は基本的
に欧米の出版活動との競争関係の
中に飛び込む形になるために大き
なリスクを背負うが、活動と成果
が密接に連動することで特に出版
組織スタッフの意識は高くなり、
これを長く育てることで日本発の
国際的な商業出版社となりうる可
能性もある。
盪公共的な運営
　もう一つの運営方法は国の施策
としての非営利情報発信母体とな
ることである。すなわち、オープ
ンアクセスの理念に法り、電子ジ
ャーナル公開は無料とし、各種デ
ータベースとのリンクや審査を含
めた運用経費は国の負担とする。
国費で賄われる研究の一定の割合
はこの母体から発信することにす
ることも一考に価する。現時点で
は J‐STAGE がこの運営に基づ
く組織に一番近い存在であるが、
編集およびプロダクション、さら
には購読管理と広報を含めたより
包括的な事業母体に発展させるこ
とを考慮する必要があるだろう。
しかし、この方式の場合、経費が
国費から賄われる状況において、
常に良いコンテンツを掲載するた
めの研究者へのインセンティブな
らびに、より良いサービスを提供
し積極的な広報活動を続けるため
のスタッフのインセンティブをど
のように与えるかが課題となる。
7   最後に 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿では研究者仲間による審査
（peer review）による研究評価の
重要性に関しては、短期あるいは
中期的にその絶対性が揺るがない
ことを前提に議論した。しかしな
がら、web2.0 61）時代の突入によ
って、特に電子ジャーナルで公開
した後に行われる多数の読者によ
る双方向の評価が、もし研究評価
のあり方自体を変えるような状態
になった場合には 62）、これまで
の審査の体制に少なからぬ影響を
与える可能性がある点を付記した
い。実際、前述の PLoS では、質
の高さではなく、科学的に間違い
が無いか程度の最低限の審査と公
開後のウェブ上での読者からの広
い評価を組み合わせる機能を持つ
PLoSOne という電子ジャーナル
が 2006 年 12 月に稼動し始めた。
運営者自身が大きな実験と認めて
いるこの電子ジャーナルの行方は
注目に値する 63）。いずれにせよ、
電子ジャーナルによる一次情報提
供とそれらを取り巻く環境は、研
究者の情報収集あるいは流通活動
を支援する手段としてこれからも
変わり続けることが予想される。
したがってこの分野には引き続き
定期的な動向調査が求められる。
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電子ジャーナルと学術情報流通の動向に
興味を持つ。国立情報学研究所学術情報
流通基盤整備事業（SPARC/JAPAN）
運営委員。
執　筆　者
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「報告書一覧科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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Science & Technology Foresight Center
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP)
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology
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